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Ⅰ 計画策定にあたって 

１．計画策定の背景・趣旨 
 

我が国における自殺者数は、平成 10 年以降３万人を超える水準で推移したのち、平

成 22 年以降はわずかに減少傾向にあるものの、依然として年間２万人を超えている状

況です。 

このような状況を踏まえ、国では自殺の防止と自殺者の親族等への支援の充実を目的

として、平成 18年に「自殺対策基本法」を施行しました。その後平成 28年の「自殺対

策基本法」改正により、すべての都道府県及び市区町村に「地域自殺対策計画」の策定

が義務化されました。 

また、自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めるもの

として平成 19 年 6 月に初めての「自殺総合対策大綱」が策定されました。この大綱は

平成 20 年、平成 24 年の見直しを経て、平成 29 年に「自殺総合対策大綱～誰も自殺に

追い込まれることのない社会の実現を目指して～」が閣議決定されました。この大綱で

は、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指し、自殺総合対策における基

本認識や基本方針、当面の重点施策が掲げられています。 

このような状況を受け、東京都においても平成 30年に「東京都自殺総合対策計画 ～

こころといのちのサポートプラン～ 」が策定され、自殺対策の推進に取り組んでいま

す。 

東久留米市では自殺対策計画策定にあたり、市民対象の「東久留米市こころの健康に

関するアンケート」とともに、地域の関係機関等へヒアリング調査を実施し、市民等の

こころの健康状態や自殺に関する考えなどの実態把握を行いました。また、地域の関係

機関や団体による「東久留米市自殺対策推進協議会」、および庁内関係部署による「東

久留米市自殺対策推進連絡会」を設置し、自殺対策を総合的かつ効果的に推進するため

の検討を重ねてきました。 

この度、国や東京都の動向を受け「生きることの包括的な支援」を、市民に最も身近

な基礎自治体として、様々な分野の施策、組織が密接に連携しながら自殺対策の推進に

取り組むため、「東久留米市自殺対策計画（東くるめ ほっとプラン）～基本理念～」（以

下「本計画」という。）を策定します。 
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２．自殺対策における基本認識と基本方針 
 

平成 29 年に閣議決定された「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのな

い社会の実現を目指して～」では、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現に向

け、自殺総合対策における基本認識や基本方針が以下のように示されています。 

「自殺総合対策大綱」基本認識 

１．自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

２．年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

３．地域レベルの実践的な取組をＰＤＣＡサイクルを通じて推進する 

「自殺総合対策大綱」基本方針 

１．生きることの包括的な支援として推進する 

２．関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む※ 

３．対応の段階に応じてレベルごとの対策を効果的に連動させる 

４．実践と啓発を両輪として推進する 

５．国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企業及び国民（=関係者）の役割を明確化し、

その連携・協働を推進する 

本計画では、この基本方針を踏まえて推進するものとします。 

 
※自殺で亡くなった人は、「平均 3.9個」の危機要因を抱えていたことが明らかになっている1

（「参考」参照）ことから、様々な分野の機関それぞれが自殺対策の一翼を担っているとい

う認識を持つことが重要です。 

 

参考：「自殺実態 1000 人調査」から見えてきた自殺の危機経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：NPO法人自殺対策支援センターライフリンク「自殺実態 1000人調査」 

※「自殺実態 1000人調査」から見えてきた自殺の危機経路について、丸の大きさは要因の発生度を表している。

丸が大きいほど、その要因が抱えられていた頻度が高いことを示している。また、矢印の太さは、要因と要因

の連鎖の因果関係の強さを表している。  

                                            

1 NPO法人自殺対策支援センターライフリンクが平成 25年に公表した「自殺実態白書 2013」による。 
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３．計画の位置付け 
 

（１）策定の法令根拠 

本計画は「自殺対策基本法」第 13条第２項に基づく「市町村自殺対策計画」であり、

市の自殺対策を総合的に推進するための方向性、施策・事業を具体的に示すものです。 

 

（２）関連計画との整合 

本計画は、市の最上位計画である「東久留米市長期総合計画」の個別分野の計画とし

て位置付けるとともに、他の個別分野の計画との整合、また国の「自殺総合対策大綱」、

東京都の「東京都自殺総合対策計画～こころといのちのサポートプラン～」等との整合

を図って策定したものです。 

本計画と関連計画との関係イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画の期間 
 

本計画の期間は、令和２～令和５年度の４年間とします。ただし、社会情勢の変化等

を鑑みて必要が生じた際には、計画期間の途中であっても見直しを行うことがあります。 

  

自殺対策基本法 

自殺総合対策大網 

自殺総合対策計画 

東久留米市長期総合計画 

東
久
留
米
市
自
殺
対
策
計
画 

●東久留米市地域福祉計画 

●わくわく健康プラン東くるめ 

●東久留米市母子保健計画 

●東久留米市高齢者福祉計画・介護 

保険事業計画 

●東久留米市障害者計画・障害福祉計

画・障害児福祉計画 

●東久留米市子ども・子育て支援  

事業計画 

●東久留米市教育振興基本計画 

●東久留米市男女平等推進プラン 

          等 

国 

東久留米市 

東京都 
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Ⅱ 東久留米市の現状と課題 

１．統計にみる市の状況  

１-１．自殺者数の状況 

自殺統計2に基づく東久留米市の自殺者数は、平成 26～30年の５年間で、合計 67人と

なっています。自殺者数は、平成 29年まで概ね減少傾向にありましたが、平成 30年は

15人となっています。 

男女別自殺者数の推移 

  
資料：地域における自殺の基礎資料（平成 25～29年、確定値） 

※1-2～1-6の平成 30年における数値は、最新の自殺実態プロファイルが配布され次第差し込みます。 

 

１-２．自殺死亡率3の状況 

自殺死亡率は、平成 25 年以降、概ね全国及び東京都を下回り、一貫して減少してい

ます。平成 29年には、市全体での自殺死亡率は、7.7となっています。男女別に見ると、

平成 28年を除き、概ね男性では女性よりも自殺死亡率が高い状況が続いています。 

自殺死亡率の推移（東京都・全国比較）               男女別自殺死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（平成 25～29年、確定値）  

                                            
2 厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（確定値）より、「住居地」（自殺者の住居があった場所）「発見日」

（自殺したいが発見された日）の数値。 

3 自殺死亡率：人口 10万人あたりの自殺死亡者数。数値は小数点以下第２位を四捨五入して表示している。 
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男女別・年代別の自殺死亡率は、男性では、女性と比べて年代による自殺死亡率の差

が大きく見られます。 

男性では、80歳以上が最も高く、次いで 50歳代、40歳代の順に高くなっており、自

殺死亡率が 80歳以上のみが全国及び東京都を上回っています。 

一方、女性では、20 歳代、40 歳代、30 歳代の順に高く、これらの年代では、いずれ

も自殺死亡率が全国及び東京都を上回っています。 

男性・年代別の自殺死亡率（平成 25～29 年計）（東京都・全国比較） 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（平成 25～29年、確定値） 

 

女性・年代別の自殺死亡率（平成 25～29 年計）（東京都・全国比較） 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（平成 25～29年、確定値） 
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１-３．市の主な自殺の特徴 

市の自殺の特徴としては、男性 40～59 歳の有職同居（仕事をしており家族と同居）

が第１位、男性 60 歳以上無職同居（仕事をしていなく家族と同居）が第２位となって

おり、上位２位は家族と同居となっています。また、第４位が女性 20～39 歳無職同居

（仕事をしていなく家族と同居）となっています。 

仕事をしていて家族と同居している男性、失業または退職後の男性、家族と同居して

いる女性が、上位に見られます。 
 

地域の主な自殺の特徴（特別集計（自殺日・住居地、平成 25～29 年合計） 

上位５区分 
自殺者数 

5 年計 
割合※ 

自殺死亡率* 

(10 万対) 

背景にある主な自殺の 

危機経路** 

1 位: 

男性 40～59 歳 

有職同居 

13 17.1％ 20.5 

配置転換→過労→職場の

人間関係の悩み＋仕事の

失敗→うつ状態→自殺 

2 位: 

男性 60 歳以上 

無職同居 

9 11.8％ 21.7 

失業（退職）→生活苦＋

介護の悩み（疲れ）＋身

体疾患→自殺 

3 位: 

男性 40～59 歳 

無職独居 

7 9.2％ 302.8 
失業→生活苦→借金→う

つ状態→自殺 

4 位: 

女性 20～39 歳 

無職同居 

7 9.2％ 25.7 

DV 等→離婚→生活苦＋

子育ての悩み→うつ状態

→自殺 

5 位: 

男性 60 歳以上 

無職独居 

5 6.6％ 56.0 

失業（退職）＋死別・離

別→うつ状態→将来生活

への悲観→自殺 

資料：地域自殺実態プロファイル【東京都東久留米市】【2018更新版】 

 

※割合は、平成 25～29年の自殺者数合計 76人に占める割合を表す。 

 

順位は自殺者数の多さにもとづき、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順とした。 

*  自殺死亡率の母数（人口）は平成 27年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて推計した。 

**「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考（本計画２ページ参照）にし

た。 
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１-４．職業・原因や動機、同居人の有無別の状況 

職業別では、東京都・全国と同様に、「無職」が最も多くなっています。また、「被雇

用人・勤め人」では、東京都・全国をともに上回っており、特に多くなっています。 

原因・動機別自殺者割合では、「健康問題」が３割台で最も多く、次いで「経済・生

活問題」、「勤務問題」の順に多くなっています。 

同居人の有無別自殺者割合は、同居人「あり」が 68.4％を占め、東京都と比べて高い

割合となっています。 

職業別の自殺者割合（平成 25～29 年計）（東京都・全国比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

原因・動機別自殺者割合（平成 25～29 年計）（東京都・全国比較） 

 

 

 

 

 

 

 

同居人の有無別自殺者割合（平成 25～29 年計）（東京都・全国比較） 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

資料はすべて：地域における自殺の基礎資料（平成 25～29年、確定値）  
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％

東久留米市 東京都 全国
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１-５．自殺者未遂歴の状況 

平成 25～29 年における自殺未遂歴の有無を見ると、男性自殺者の 16.7％、女性自殺

者の 28.6％が、自殺未遂歴「あり」となっています。 

自殺者割合4で見ると、東京都と比べて、「あり」は同程度となっています。 

自殺未遂歴の有無別・性別の自殺者数・割合（平成 25～29 年計） 

 

資料：地域自殺実態プロファイル【東京都東久留米市】【2018更新版】 

（自殺統計（自殺日・住居地））に基づく。 

 

自殺未遂歴の有無別の自殺者割合（計）（平成 25～29 年計）（東京都・全国比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（平成 25～29年、確定値） 

  

                                            
4 自殺者割合：その地域における自殺者全体を 100％としたときの内訳を示すもの。数値は小数点以下第２位を

四捨五入して表示している。このため構成比においては比率を合計しても 100.0％にならない場合がある。 

21.1 
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性
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％
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１-６．高齢者の自殺の状況 

高齢者の自殺に関して、平成 25～29 年には、60 歳以上の自殺者数は 27 人と、全年

代の 35.5％を占めています。そのうち約３人に２人にあたる 17 人が、同居人「あり」

となっています。 

また、60 歳以上では、東久留米市においても全国と同様に、自殺者割合は男性が女性

と比べて高い割合を占めています。特に、東久留米市では、男性の 70 歳代以上・同居

人「あり」の自殺者割合が 40％を超え、高齢者の自殺の中で多い層となっています。 

60 歳以上の自殺の内訳（特別集計（自殺日・住居地、平成 25～29 年合計） 

性別 年齢階級 

同居人の有無 

（人数）（人） （割合）（％） 

東久留米市 東久留米市 全国 

あり なし あり なし あり なし 

男性 

60 歳代 

12 6 

3.7 11.1 17.1 10.8 

70 歳代 22.2 3.7 15.1 6.3 

80 歳以上 18.5 7.4 10.4 3.6 

女性 

60 歳代 

5 4 

7.4 0.0 9.7 3.2 

70 歳代 3.7 7.4 9.1 3.8 

80 歳以上 7.4 7.4 7.4 3.5 

小計 17 10 62.9 37.0 68.8 31.2 

合計 27 100.0※ 100.0 

資料：地域自殺実態プロファイル【東京都東久留米市】【2018更新版】 

（自殺統計（自殺日・住居地））に基づく。 

 

※割合は、小数点第２位を四捨五入しているため、上記の結果を単純に足し合わせても、100.0％にならないこと

がある。実際には、合計して 100.0％となる。 
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２．アンケート結果にみる市の状況  

 

 

【実施概要】 

●目的：こころの健康や自殺に関する市民の考え等を把握し、計画の基礎資料とする 

●調査対象者：東久留米市在住の以下の対象年齢から、それぞれ無作為に選出した合

計 2,000人 

●調査期間：平成 30年 10月 25日～11月 30日 

●調査方法：郵送配布・郵送回収 

 

【回収結果】 

区分 アンケート種別 対象年齢 配布数 有効回収数 有効回収率 

子ども ①小中高生 12～18歳 900件 260件 28.9％ 

大人 ②18～64歳 18～64歳 600件 158件 26.3％ 

③65歳以上 65歳以上 500件 267件 53.4％ 

合  計  2,000件 685件 34.3％ 
 

※本計画書の分析文中及びグラフ上における「子ども」とは、アンケート種別「①小中高生」を表し

ます。また「大人」とは、アンケート種別「②18～64歳」と「③65 歳以上」を合計して集計した結

果を表します。（「大人」=1,100件配布、有効回収数 425 件、有効回収率 38.6％） 

 

 

●集計は、回答者本人の記載の結果に基づいています。 

●図表タイトル中の（ひとつだけ○）とは、選択肢の中から１つのみ選ぶ方式です。

また、図表タイトル中の（あてはまるものすべてに○）とは、あてはまる選択肢す

べてを選ぶ方式です。 

●図表中の「n（number of case）」は、その設問に回答している数を表しています。 

●図表中において、クロス集計（例：学校区分別）の選択肢ごとの n を合計しても、

全体の nとは一致しないことがあります。また、回答割合は小数点第２位を四捨五

入しているため、回答割合を合計しても 100.0％にならないことがあります。 

●クロス集計表は、横に見て「無回答」を除いて最も高い数値に網掛けをつけていま

す。 

●見やすさ等を考慮して、実際の調査票の選択肢から表現を一部簡略化している場合

があります。 

●参考として、比較のために国で実施した同様の調査結果を掲載しています。 

  

調査の実施概要 

図表の見方 
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２-１．子どものアンケート結果 

 

（１）こころの健康や不安・ストレスについて 

１年以内に悩んだり、不安やストレスを感じたことがある子どもは 75.0％で、学校区

分が上がるほど割合の上昇が見られました。 

悩み、不安やストレスの内容は、「勉強や進学について」、「友達との関係について」、

「自分の性格やくせについて」の順に多くなっています。 

 

１年以内に悩んだり、不安やストレスを感じたことがありますか。（ひとつだけ○） 

 

【１年以内に悩んだり、不安やストレスを感じた人のみ】 

どんなことで１年以内に悩んだり、不安やストレスを感じましたか。（あてはまるものすべてに○） 

 

75.0 

62.1 

68.3 

86.5 

23.1 

34.5 

29.4 

12.5 

1.9 

3.4 

2.4 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子ども（n=260）

小学６年生（n=29）

中学生（n=126）

高校生年代（n=104）

ある ない 無回答

学
校
区
分
別

66.7 

42.1 

34.4 

32.3 

26.7 

16.4 

13.3 

4.1 

13.3 

0.5 

0 20 40 60 80

勉強や進学について

友達との関係について

自分の性格やくせについて

自分の顔や体型について

家庭や家族について

恋愛について

その他の人間関係について

自分の性の問題について

その他

無回答

子ども

（n=195）

%



12 

（２）相談状況について 

＜家族や友達への相談状況＞ 

家族との相談は 88.1％の子どもができていますが、そのうち半数弱は「相談できない

こともある」と回答しています。 

何でも話せる友達が「いない」子どもが 17.7％見られ、特に高校生年代では 23.1％

と多くなっています。 

 

家族と相談などはできますか。（ひとつだけ○） 

 

 

あなたには何でも話せる友達がいますか。（ひとつだけ○） 

 

  

45.8 

44.8 

54.0 

36.5 

42.3 

48.3 

34.9 

49.0 

5.0 

0.0 

4.0 

7.7 

3.1 

3.4 

2.4 

3.8 

3.8 

3.4 

4.8 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子ども（n=260）

小学６年生（n=29）

中学生（n=126）

高校生年代（n=104）

なんでも相談できる 相談できないこともある

相談できない その他

無回答

学
校
区
分
別

77.7 

79.3 

81.0 

73.1 

17.7 

17.2 

13.5 

23.1 

4.6 

3.4 

5.6 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子ども（n=260）

小学６年生（n=29）

中学生（n=126）

高校生年代（n=104）

いる いない 無回答

学
校
区
分
別
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＜消えてしまいたくなったり、いなくなってしまいたくなった時の相談の意向＞ 

消えてしまいたくなったり、いなくなってしまいたくなった時に、誰かに「相談しな

いと思う」子どもは 23.1％で、学校区分が上がるほど割合の上昇が見られました。また、

相談先を知らない子どもでは、「相談しないと思う」割合が高くなっています。 

 

あなたは、消えてしまいたくなったり、いなくなってしまいたくなった時に、 

誰かに相談すると思いますか。（ひとつだけ○） 

 

 

（３）つらいときについて 

困ったときに相談できるところを知っているかについて、学校で「いのちの大切さ」

や「ＳＯＳの出し方に関する教育」についての教育を受けていない人は、困った時の相

談先を「知らない」割合が高くなっています。 

あなたは、困ったときに相談できるところを知っていますか。（○は１つ） 

  

31.2 

27.6 

31.0 

32.7 

33.2 

20.5 

43.1 

55.2 

46.0 

35.6 

45.0 

33.3 

23.1 

13.8 

20.6 

28.8 

19.1 

46.2 

2.7 

3.4 

2.4 

2.9 

2.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子ども（n=260）

小学６年生（n=29）

中学生（n=126）

高校生年代（n=104）

知っている（n=220）

知らない（n=39）

相談すると思う その時にならないとわからない

相談しないと思う 無回答

学
校
区
分
別

相
談
先
の

認
知
度
別

n 知

っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

197      89.3     10.7     0.0

16        62.5     37.5     0.0

46        73.9     26.1     0.0

％

「いのちの大切さ」
や「SOSの出し方に
関する教育」につい
ての授業を受けた
か別

授業を受けた

そのような授業はなかった

わからない
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２-２．大人のアンケート結果 

 

（１）普段の生活について 

＜健康状態・持病について＞ 

健康状態について、「あまり良くない」と「良くない」を合わせた≪良くない≫は 23.5%

となっています。 

持病があるかについて、男女 18～64 歳では「持病はない」、男女 65 歳以上では「身

体の病（通院している）」が、5～7割と最も高くなっています。また、男性 40～64歳で

「身体の病（通院していないが自覚症状あり）」が 22.2％と高くなっています。 

 

健康状態は、次のどれにあてはまりますか。（○は１つ） 

 

 

次のいずれかの持病がありますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

  

14.8 27.3 30.6 17.9 5.6 3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大人（n=425）

良い まあ良い 普通 あまり良くない 良くない 無回答

n 身
体
の
病

（
通
院

し
て
い
る

）

身
体
の
病

（
通
院

し
て
い
な
い
が
自

覚
症
状
あ
り

）

こ
こ
ろ
の
病

（
通

院
し
て
い
る

）

こ
こ
ろ
の
病

（
通

院
し
て
い
な
い
が

自
覚
症
状
あ
り

）

そ
の
他

持
病
は
な
い

無
回
答

18～39歳 19      10.5 10.5 0.0 0.0 0.0 73.7 5.3

40～64歳 36      30.6 22.2 11.1 2.8 5.6 33.3 5.6

65～74歳 68      51.5 8.8 1.5 0.0 2.9 26.5 10.3

75～84歳 57      63.2 3.5 0.0 0.0 3.5 19.3 10.5

85歳以上 11      54.5 9.1 0.0 9.1 9.1 18.2 9.1

18～39歳 31      16.1 6.5 9.7 16.1 3.2 48.4 12.9

40～64歳 69      26.1 8.7 1.4 5.8 7.2 52.2 5.8

65～74歳 66      62.1 3.0 0.0 3.0 4.5 24.2 4.5

75～84歳 50      62.0 6.0 2.0 0.0 4.0 14.0 12.0

85歳以上 4        75.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0

％

性年代別

男
性

女
性
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＜睡眠時間について＞ 

この１ヶ月間の睡眠時間について、「５時間未満」と「５時間以上６時間未満」を合

わせた≪６時間未満≫は 14.8%となっています。 

性年代別に見ると、≪６時間未満≫は、男性 40～64歳で 25.0％、女性 40～64歳では

29.0％となっています。 

 

この１ヶ月間の睡眠時間（昼寝を含む）は、１日平均どのくらいですか。（数字を記入）

 

 

■性別・性年代別クロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

4.7 10.1 27.8 30.1 21.6 5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大人（n=425）

５時間未満 ５時間以上６時間未満 ６時間以上７時間未満

７時間以上８時間未満 ８時間以上 無回答

2.6 

5.3 

2.8 

1.5 

3.5 

0.0 

8.8 

5.3 

22.2 

8.8 

3.5 

0.0 

25.4 

31.6 

33.3 

20.6 

26.3 

18.2 

28.5 

31.6 

27.8 

35.3 

22.8 

18.2 

29.0 

21.1 

8.3 

30.9 

36.8 

54.5 

5.7 

5.3 

5.6 

2.9 

7.0 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性全体

（n=193）

18～39歳

（n=19）

40～64歳

（n=36）

65～74歳

（n=68）

75～84歳

（n=57）

85歳以上

（n=11）

男性

５時間未満 ５時間以上６時間未満 ６時間以上７時間未満

７時間以上８時間未満 ８時間以上 無回答

6.2 

6.5 

5.8 

4.5 

10.0 

0.0 

11.5 

16.1 

23.2 

4.5 

2.0 

0.0 

30.5 

32.3 

30.4 

36.4 

24.0 

25.0 

31.9 

25.8 

26.1 

39.4 

32.0 

25.0 

14.2 

9.7 

7.2 

13.6 

24.0 

50.0 

5.8 

9.7 

7.2 

1.5 

8.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性全体

（n=226）

18～39歳

（n=31）

40～64歳

（n=69）

65～74歳

（n=66）

75～84歳

（n=50）

85歳以上

（n=4）

女性
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＜介護の状況と抑うつ状態について＞ 

普段の生活で誰かの介護・介助を受けているかについて、介護・介助が必要な人は

12.7％となっています。 

 

【65 歳以上の人のみ】 

普段の生活でどなたかの介護・介助を受けていますか。（○は１つ） 

 

 

＜介護、介助を受けることについて＞ 

介護、介助を受けることを、どのように感じるかについて、「できることならば介護、

介助を受けずに在宅で生活したい」が 40.8％となっています。 

 

【65 歳以上の人のみ】 

介護、介助を受けることについて、どのように感じますか。最も近いものをお選びください。 

（○は１つ）

 

 

  

76.8 6.7 6.0 10.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大人（n=267）

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む）

無回答

22.8 6.4 40.8 24.0 6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大人（n=267）

介護、介助を受けながらできるだけ在宅で生活したい

介護、介助を受けながらできるだけ施設等で生活したい

できることならば介護、介助を受けずに在宅で生活したい

介護、介助を受けるのであれば長生きをしたくない

無回答
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（２）他者との関わりについて 

家族と会話する機会について、「ほぼ毎日」が最も高く、次いで「ほとんどない」が

高くなっています。 

友人と会話する機会について、「ほとんどない」が最も高くなっています。 

ご近所の方とのつきあい方について、「あいさつ程度の最小限のつきあいしかしてい

ない」が最も高く、次いで「日常的に立ち話をする程度のつきあいはしている」が高く

なっています。 

家族と会話する機会はどのくらいありますか。（○は１つ） 

 

 

友人と会話する機会はどのくらいありますか。（○は１つ）

 

 

ご近所の方とのつきあい方は、次のどれにあてはまりますか。（○は１つ） 

 

69.6 

4.7 

4.9 

4.5 

8.2 8.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大人（n=425）

ほぼ毎日 週４～５回 週２～３回 週１回 ほとんどない 無回答

18.4 15.8 20.7 13.6 24.2 7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大人（n=425）

ほぼ毎日 週４～５回 週２～３回 週１回 ほとんどない 無回答

6.6 31.8 49.4 

1.2 

6.1 4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大人（n=425）

互いに相談したり、日用品を貸し借りするなど、生活面で協力し合っている

日常的に立ち話をする程度のつきあいはしている

あいさつ程度の最小限のつきあいしかしていない

その他

つきあいはまったくしていない

無回答
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（３）こころの健康や不安・ストレスについて 

＜Ｋ６5（抑うつ状態）について＞ 

抑うつ状態を測るＫ６の点数で見たこころの健康状態では、抑うつ状態を疑われる人

は、男性 11.9％、女性 15.9％となっています。特に、18～39 歳では、男女ともに他の

年代と比べて高くなっています。 

 

Ｋ６（抑うつ状態） 

 
 

  

                                            
5 Ｋ６：心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を問う 6つの質問について、5段階（「まったくない」

（0点）、「少しだけ」（1点）、「ときどき」（2点）、「よくある」（3点）、「いつもある」（4点））で点数化する指標。

24点満点であり、合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。本アンケートでは、

「日々の生活の中で、次のように感じることがありますか。（それぞれに○は１つ）」の設問の結果を集計した。 

52.3 

26.3 

44.4 

64.7 

54.4 

36.4 

28.5 

36.8 

27.8 

26.5 

28.1 

36.4 

6.7 

15.8 

8.3 

4.4 

7.0 

0.0 

5.2 

15.8 

11.1 

2.9 

1.8 

0.0 

7.3 

5.3 

8.3 

1.5 

8.8 

27.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性全体

（n=193）

18～39歳

（n=19）

40～64歳

（n=36）

65～74歳

（n=68）

75～84歳

（n=57）

85歳以上

（n=11）

男性

０～４点 ５～９点 10～14点 15点以上 無回答

54.0 

35.5 

49.3 

66.7 

56.0 

50.0 

25.7 

16.1 

31.9 

21.2 

30.0 

25.0 

9.7 

16.1 

13.0 

6.1 

4.0 

25.0 

6.2 

32.3 

2.9 

3.0 

0.0 

0.0 

4.4 

0.0 

2.9 

3.0 

10.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性全体

（n=226）

18～39歳

（n=31）

40～64歳

（n=69）

65～74歳

（n=66）

75～84歳

（n=50）

85歳以上

（n=4）

女性
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＜悩み、不安やストレスの内容について＞ 

悩み、不安やストレスの内容について、「現在ある（感じる）」は［病気など健康の問

題］が最も高く、次いで［家庭の問題］、［経済的な問題］となっています。 

また、抑うつ傾向のある人は、［病気など健康の問題］が 6～7 割、［経済的な問題］

が 5～6割と高く、抱えやすい問題となっています。 

 
日頃、それぞれの問題に関して、悩みや苦労、ストレス、不満を感じることが 

ありますか。（それぞれに○は１つ） 

 
■病気など健康の問題（自分の病気の悩み、身体の悩み、こころの悩み 等）Ｋ６（抑うつ状態）別 

 
■経済的な問題（倒産、事業不振、借金、失業、生活困窮 等）Ｋ６（抑うつ状態）別 

 

41.6 

40.9 

53.4 

44.5 

63.1 

60.5 

24.5 

13.4 

17.9 

12.5 

16.0 

9.2 

8.5 

0.9 

32.9 

28.7 

22.1 

11.5 

3.1 

2.6 

1.6 

12.0 

12.5 

12.0 

28.0 

24.7 

28.5 

72.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病気など健康の問題

家庭の問題

経済的な問題

勤務関係の問題

恋愛関係の問題

学校の問題

その他

n=425

意識して感じたことはない かつてあったが今はない

現在ある（感じる） 無回答

n 意
識
し
て
感
じ

た
こ
と
は
な
い

か
つ
て
あ

っ
た

が
今
は
な
い

現
在
あ
る

（
感

じ
る

）

無
回
答

０～４点 227      56.4     13.7     19.4     10.6     

５～９点 115      31.3     15.7     41.7     11.3     

10～14点 35        8.6       20.0     65.7     5.7       

15点以上 24        16.7     4.2       75.0     4.2       

％

K6（抑うつ
状態）別

n 意
識
し
て
感
じ

た
こ
と
は
な
い

か
つ
て
あ

っ
た

が
今
は
な
い

現
在
あ
る

（
感

じ
る

）

無
回
答

０～４点 227      65.6     11.0     12.3     11.0

５～９点 115      48.7     15.7     23.5     12.2

10～14点 35        22.9     11.4     57.1     8.6

15点以上 24        25.0     12.5     62.5     0.0

％

K6（抑うつ
状態）別
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＜ストレスの解消方法について＞ 

ストレスの解消方法は、男性では、18～39 歳と 85 歳以上で「音楽を聴く」、40～84

歳で「テレビを見る」（40～64 歳では「寝る」、65～74 歳では「出かける」もともに）

が最も高くなっています。また、飲酒が男性及び若い世代の女性で高くなっています。 

 

日常生活での悩みやストレスを解消するために行うことは、次のどれにあてはまりますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

  

n 音
楽
を
聴
く

テ
レ
ビ
を
見
る

人
に
会

っ
て
話
す

電
話
で
話
す

メ
ー

ル
や

L
I
N
E
な
ど
で

や
り
取
り
を
す
る

ネ

ッ
ト
を
見
る

ゲ
ー

ム
を
す
る

買
い
物
に
行
く

読
書
を
す
る

出
か
け
る

18～39歳 19        63.2     31.6     31.6     5.3       10.5     47.4 52.6     36.8     15.8 42.1     

40～64歳 36        25.0 47.2 22.2 5.6 13.9 19.4 13.9 19.4 22.2 25.0

65～74歳 68        29.4     44.1     22.1     7.4       13.2     17.6 2.9       22.1     26.5 44.1     

75～84歳 57        26.3     56.1     28.1     7.0 5.3 7.0 12.3 19.3 24.6 26.3

85歳以上 11        63.6 54.5 18.2 18.2 0.0 18.2 9.1 45.5 27.3 18.2

18～39歳 31        58.1     41.9     54.8     25.8     29.0     41.9 16.1     48.4     22.6 32.3     

40～64歳 69        36.2 50.7 59.4 21.7 40.6 13.0 18.8 58.0 18.8 43.5

65～74歳 66        30.3     66.7     56.1     27.3     19.7     3.0 6.1       45.5     39.4 48.5     

75～84歳 50        32.0     56.0     46.0     30.0     18.0     6.0 4.0       40.0     28.0 30.0     

85歳以上 4          50.0 25.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 25.0

n 運
動
を
す
る

寝
る

食
べ
る

酒
を
飲
む

た
ば
こ
を
吸
う

ギ

ャ
ン
ブ
ル
を
す

る 泣
く

文
章
に
書
き
出
す

（
日
記
な
ど

）

そ
の
他

特
に
な
し

18～39歳 19        26.3 42.1 47.4 36.8 21.1 10.5 0.0 0.0 0.0 5.3

40～64歳 36        41.7 47.2 33.3 38.9 25.0 8.3 0.0 5.6 2.8 2.8

65～74歳 68        42.6 32.4 17.6 30.9 14.7 10.3 0.0 5.9 7.4 5.9

75～84歳 57        31.6 31.6 14.0 22.8 3.5 3.5 0.0 3.5 3.5 17.5

85歳以上 11        18.2 36.4 27.3 27.3 9.1 9.1 0.0 18.2 0.0 0.0

18～39歳 31        29.0 83.9 51.6 32.3 12.9 3.2 29.0 9.7 6.5 0.0

40～64歳 69        29.0 39.1 43.5 14.5 8.7 2.9 10.1 8.7 5.8 0.0

65～74歳 66        27.3 25.8 27.3 4.5 3.0 0.0 3.0 13.6 1.5 4.5

75～84歳 50        28.0 12.0 12.0 2.0 2.0 0.0 0.0 8.0 2.0 6.0

85歳以上 4          25.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0

n 無
回
答

18～39歳 19        0.0

40～64歳 36        2.8

65～74歳 68        5.9

75～84歳 57        3.5

85歳以上 11        18.2

18～39歳 31        0.0

40～64歳 69        0.0

65～74歳 66        4.5

75～84歳 50        10.0

85歳以上 4          50.0

％

性年代別

男
性

女
性

％

性年代別

男
性

女
性

％

性年代別

男
性

女
性

適量の飲酒は気分をよくし、リラックス効果もあ

ってストレス解消になりますが、飲み過ぎは心にも

体にも好ましくない影響を及ぼします。 

また、アルコールと自殺には強い関係があり、自

殺した人のうち１/３の割合で直前の飲酒が認めら

れます。（厚生労働省ホームページ「e-ヘルスネッ

ト」を参考） 
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（４）自殺を考えた経験について 

＜希死念慮について＞ 

本気で自殺をしたいと考えたことがある人は、男女ともに１割前後見られました。性

年代別に見ると、特に、18～39歳では、男女ともに他の年代と比べて高くなっています。 

また、睡眠時間別の６時間未満、Ｋ６の点数が高い（抑うつ傾向にある）人ほど、本

気で自殺をしたいと考えたことがある割合が高くなっています。 

 

これまでに、本気で自殺をしたいと考えたことはありますか。（○は１つ） 

 
 
■睡眠時間別、Ｋ６（抑うつ状態）別 

  

79.8 

78.9 

88.9 

82.4 

71.9 

81.8 

0.5 

5.3 

1.6 

10.5 

2.8 

6.2 

5.3 

8.3 

7.4 

5.3 

11.9 

10.3 

22.8 

18.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性全体

（n=193）

18～39歳

（n=19）

40～64歳

（n=36）

65～74歳

（n=68）

75～84歳

（n=57）

85歳以上

（n=11）

男性

これまでに本気で自殺をしたいと考えたことはない
この１年以内に本気で自殺をしたいと考えたことがある
ここ５年くらいの間に本気で自殺をしたいと考えたことがある
５年～10年前に本気で自殺をしたいと考えたことがある
10年以上前に本気で自殺をしたいと考えたことがある
無回答

78.3 

54.8 

85.5 

87.9 

68.0 

100.0 

1.8 

9.7 

1.4 

3.1 

16.1 

3.0 

1.3 

9.7 

4.0 

9.7 

7.2 

2.0 

11.5 

5.8 

9.1 

30.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性全体

（n=226）

18～39歳

（n=31）

40～64歳

（n=69）

65～74歳

（n=66）

75～84歳

（n=50）

85歳以上

（n=4）

女性

こ
の
１
年
以
内

こ
こ
５
年
く
ら
い
の
間

５
年
～

1
0
年
前

1
0
年
以
上
前

６時間未満 63      63.5 17.5 4.8 3.2 0.0 9.5 19.0

６時間以上 338    82.5 7.7 0.6 2.4 0.6 4.1 9.8

０～４点 227    87.2 2.6 0.0 0.0 0.0 2.6 10.1

５～９点 115    84.3 4.4 0.9 0.9 0.0 2.6 11.3

10～14点 35      60.0 31.5 2.9 11.4 2.9 14.3 8.6

15点以上 24      33.3 66.6 12.5 20.8 8.3 25.0 0.0

K6（抑
うつ状
態）別

睡眠
時間別

％ ｎ

こ
れ
ま
で
に
本
気
で
自
殺
を

し
た
い
と
考
え
た
こ
と
は
な
い

（
再
掲

）
本
気
で
自
殺
を

し
た
い
と
考
え
た
こ
と
が
あ
る

無
回
答
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＜希死念慮の理由や原因について＞ 

自殺をしたいと考えた理由や原因については、内容は、［家庭の問題］が最も高く、

次いで［病気など健康の問題］、［経済的な問題］となっています。 

理由や原因の数（自殺の経路の数）については、「１つ」が 38.5％と最も高く、次い

で「２つ」が 28.2％となっています。４つ以上の理由や原因が該当した方は 5.2％とな

っています。 

Ｋ６（抑うつ状態）の点数別に見ると、Ｋ６の点数が高い（抑うつ傾向にある）人ほ

ど、自殺をしたいと考えた理由や原因のあてはまる個数（自殺の経路の数）が「２つ以

上」の割合が高くなっています。 

 

【自殺を本気で考えたことがある人のみ】 

自殺をしたいと考えた理由や原因は、次のどのようなことでしたか。（あてはまるものすべてに○） 

■理由や原因の内容 

 

■理由や原因の数（自殺の経路の数） 

 

■Ｋ６（抑うつ状態）別 

  

41.0 

38.5 

33.3 

25.6 

20.5 

17.9 

7.7 

0 20 40 60

家庭の問題

病気など健康の問題

経済的な問題

勤務関係の問題

恋愛関係の問題

学校の問題

その他
自殺を本気で考えた

ことがある人（n=39）

%

38.5 28.2 20.5 

2.6 2.6 

7.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自殺を本気で

考えたことがある人

（n=39）

１つ ２つ ３つ ４つ ５つ以上 無回答

２
つ

３
つ

４
つ

５
つ
以
上

０～４点 6        50.0   33.3   33.3   0.0 0.0 0.0 16.7

５～９点 5        60.0   40.0   40.0   0.0 0.0 0.0 0.0

10～14点 11      36.4   63.7   36.4   18.2 0.0 9.1 0.0

15点以上 16      25.0   62.6   18.8   37.5 6.3 0.0 12.5

無
回
答

K6（抑
うつ状
態）別

％ ｎ

１
つ

（
再
掲

）

２
つ
以
上
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（５）相談状況について 

＜悩みやストレスを感じた時に相談したい方法について＞ 

悩みやストレスを感じた時に相談するための方法としては、「実際にしたことはない

が相談・利用すると思う」と「相談・利用したことがある」の合計割合が、［直接会っ

て相談する］では 36.5％、［電話を利用して相談する］では 30.6％、［インターネット

を利用して解決法を検索する］では 27.8％、［メールを利用して相談する］では 17.7％

となっています。 

 

悩みやストレスを感じた時に、以下の方法を使って悩みを相談したいと思いますか 

（相談・利用したことがありますか）。（それぞれに○は１つ） 

 

  

50.6 

54.4 

54.4 

64.2 

72.2 

77.9 

23.1 

24.0 

23.3 

16.0 

12.5 

5.6 

0.7 

0.7 

12.5 

7.3 

11.8 

5.2 

2.4 

1.2 

0.7 

12.9 

15.1 

17.9 

18.1 

19.8 

20.2 

75.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直接会って相談する

（訪問相談を含む）

電話を利用して相談する

インターネットを利用して

解決法を検索する

メールを利用して相談する

LINEやFacebookなどの

SNSを利用して相談する

Twitterや掲示板などを利用して、

インターネット上の不特定多数に流す

その他

n=425

相談・利用しないと思う

実際にしたことはないが相談・利用すると思う

相談・利用したことがある

無回答
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＜「うつ病のサイン」に気づいたときに相談したい方法について＞ 

自分自身の「うつ病のサイン」に気づいたときに最も利用したい専門の相談窓口につ

いて、国と比較すると「かかりつけの医療機関（精神科や心療内科等を除く）」の割合

が 10ポイント以上高くなっています。 

 

もし仮に、自分自身の「うつ病のサイン」に気づいたとき、 

以下の専門の相談窓口のうち、どれを最も利用したいと思いますか。（○は１つ） 

 

 
  

32.2 

36.9 

5.2 

0.9 

0.9 

15.8 

8.0 

0 10 20 30 40

かかりつけの医療機関
（精神科や心療内科等を除く）

精神科や心療内科等の
医療機関

保健所等公的機関の
相談窓口

いのちの電話等
民間機関の相談窓口

その他

何も利用しない

無回答

大人
（n=425）

%

参考：国の結果 

 

◇（国）もし仮に、あなたが自分自身の「うつ病のサイン」に気づいたとき、以下の専門の相談窓口

のうち、どれを利用したいと思いますか。以下の中であなたのお考えに最も近いもの１つだ

けに○をつけてください。（○は１つだけ） 

出典：厚生労働省「平成 28年度自殺対策に関する意識調査（平成 28年 10月） 

21.6

45.1

4.3

4.8

2.5

15.5

0 10 20 30 40 50

かかりつけの医療機関

（精神科や心療内科等を除く）

精神科や心療内科等の

医療機関

保健所等公的機関の

相談窓口

いのちの電話等

民間機関の相談窓口

その他

何も利用しない
国（n=2,019）

%
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＜相談先の認知度について＞ 

主な相談機関・相談先の認知度は、「市役所」が最も多く、次いで「東京都自殺相談

ダイヤル」、「保健所」の順となっています。「どれも知らない」は 21.6％となっていま

す。 

性年代別に見ると、男性 40～64歳では「どれも知らない」が最も高くなっています。 

 

次の主な相談機関・相談先を知っていますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

■性年代別 

 

  

45.9 

35.1 

30.1 

24.9 

23.3 

22.1 

13.2 

0.7 

21.6 

6.1 

0 20 40 60

市役所

東京都自殺相談ダイヤル

保健所

民生委員・児童委員

地域包括支援センター

社会福祉協議会

市消費者センター

その他

どれも知らない

無回答 大人（n=425）

%

n 市
役
所

保
健
所

社
会
福
祉
協
議
会

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

民
生
委
員
・
児
童
委
員

市
消
費
者
セ
ン
タ
ー

東
京
都
自
殺
相
談
ダ
イ
ヤ

ル
～

こ
こ
ろ
と
い
の
ち
の

ほ

っ
と
ラ
イ
ン
～

そ
の
他

ど
れ
も
知
ら
な
い

無
回
答

18～39歳 19      42.1 15.8 5.3 0.0 5.3 5.3 42.1 0.0 31.6 5.3

40～64歳 36      36.1 27.8 11.1 11.1 13.9 13.9 25.0 0.0 41.7 0.0

65～74歳 68      57.4 32.4 22.1 14.7 25.0 13.2 23.5 0.0 22.1 1.5

75～84歳 57      47.4 28.1 28.1 26.3 36.8 14.0 14.0 1.8 24.6 14.0

85歳以上 11      36.4 27.3 27.3 27.3 9.1 18.2 9.1 0.0 27.3 18.2

18～39歳 31      41.9 35.5 12.9 19.4 16.1 6.5 48.4 0.0 25.8 3.2

40～64歳 69      49.3 46.4 23.2 24.6 24.6 18.8 59.4 0.0 11.6 0.0

65～74歳 66      54.5 33.3 33.3 39.4 37.9 16.7 45.5 0.0 16.7 4.5

75～84歳 50      30.0 14.0 16.0 30.0 20.0 10.0 28.0 2.0 18.0 14.0

85歳以上 4        75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0

％

性年代別

男
性

女
性
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＜自殺したいと思った時、相談したかについて＞ 

自殺したいと思った時、誰かに相談したかについて性別に見ると、男性では「相談し

た」と回答した人はいませんでした。女性では「相談した」が 21.7％となっています。 

自殺を本気で考えたことがある時期別に見ると、いずれの時期でも、「相談しなかっ

た」が「相談した」を上回っており、自殺を本気で考えたことがある大人の 79.5％が「相

談しなかった」と回答しています。 

 

【自殺を本気で考えたことがある人のみ】 

自殺したいと思った時、誰かに相談しましたか。（〇は１つ） 

 
■希死念慮の時期別 

 
 

＜ゲートキーパー6の認知度について＞ 

ゲートキーパーの認知度（「知っている」）は 1.6％と非常に低い状況となっています。 

ゲートキーパーを知っていますか。（〇は１つ） 

 

                                            
6 ゲートキーパー：地域や職場、教育、その他様々な分野において、身近な人の自殺のサインに気づき、その人

の話を受け止め、必要に応じて専門相談機関につなぐなどの役割が期待される人。 

0.0 

21.7 

93.8 

69.6 

6.3 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

（n=16）

女性

（n=23）

相談した 相談しなかった 無回答

相
談
し
た

相
談
し
な

か

っ
た

無
回
答

（本気で自殺をしたいと考えたことがある）全体 39      12.8   79.5   7.7     

この１年以内に本気で自殺をしたいと考えたことがある 5        20.0   60.0   20.0   

ここ５年くらいの間に本気で自殺をしたいと考えたことがある 10      20.0   70.0   10.0   

５年～10年前に本気で自殺をしたいと考えたことがある 3        33.3   66.7   0.0

10年以上前に本気で自殺をしたいと考えたことがある 21      4.8     90.5   4.8     

希死念
慮別

1.6 

8.2 86.8 3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大人（n=425）

知っている 言葉は聞いたことがある（内容は知らない）

知らない（今回の調査で初めて聞いた） 無回答

自殺を本気で考え
たことがある人 
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３．関係機関や庁内各課等のヒアリング結果にみる市の状況 

 

【実施概要】 

●目的：こころの健康や自殺に関する関係機関・団体等の状況や必要な支援等を把握し、

計画の基礎資料とする 

●調査方法：①関係機関・団体…郵送またはメールにて調査票を配布・回収、そのうえで

必要な機関・団体には直接聞き取りを実施 

②庁内各課…相談状況に関する調査票を配布・回収 

●調査期間：①平成 30年 10月 23日～11月 30日 

②平成 30年 9月 10日～ 9月 14日 

●調査対象：①東久留米市内で活動する 11の関係機関・団体 

カテゴリ 機関・団体名 

男性・女性の相談、

市民生活 
 東久留米市男女平等推進センター（市の施設） 

高齢者・ 

障害者 

 東久留米市シニアクラブ連合会 

 東久留米市地域生活支援センター めるくまーる 

 リカバリーカレッジ・ポリフォニー 

 地域包括支援センター（東部・中部・西部） 

健康・福祉 

 民生委員・児童委員 

 東久留米市社会福祉協議会 

 こころのヘルスサポーター講座受講者 

産業 

 東久留米ワークコーナー（ハローワーク） 

 東久留米市勤労市民共済会 

 東久留米市商工会 

 

●調査対象：②庁内関係課 10課 

市民部：産業政策課、生活文化課、納税課、 

福祉保健部：福祉総務課、障害福祉課、介護福祉課、健康課、保険年金課 

子ども家庭部：児童少年課 

教育部：指導室 
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【実施結果】 

 
相談があった場合に、傾聴の姿勢を心がけているとの回答がありました。また、わかりや

すく丁寧な情報提供を心がけているとの声が聞かれました。 

 
 

 
１．自殺対策全般について 

 

 

２．相談支援の体制整備について 

①相談先の明確化・周知が必要である 

 
 

②適切な受け止めの実施が求められる 

  

相談時に配慮していること 

 本人の訴えをじっくり聞き、落ち着くまで話を聞くようにしている。 

 気持ちを理解するよう心掛け、否定しないようにしている。 

 相談先や専門機関がある場合は、わかりやすく丁寧に情報提供する。 

 相談者の話から、具体的な背景、事実等を聞くようにしている。 

現状と課題 

 課題を課題だと気付かない人、相談の場にそもそも出てこられない人への対応が難しい。 

 ハイリスク者へのアプローチは専門機関、一般市民は自殺を考えることのない風土づくり、

と分担をして取り組むのがよい。 

 継続的なコンタクト、見守り、安否確認が重要。 

 市民がひと目見て、どこにまず相談したらよいかわかるツールが必要（事例やケースがイメ

ージ出来るようなものなど） 

 自殺相談があっても具体的な方策がないまま、見守りをしているケースもある。 

 実際に自殺した方は、自殺をほのめかすような発言はなく、兆候に気付くことが難しい。 

 精神障害者の場合は、ある出来事をきっかけ（理由）にして突発的に実行する場合もあると

感じた。 

 相談を受けた際、最初の窓口で相談者の話をしっかり受け止め、提案できるような体制が必

要。 

 自殺する前に何らかの相談に訪れる人は約７割とのこともあり、相談窓口担当者が、傾聴や

判断力のスキルを養成しておくことが重要。 

 死にたいというほど辛い気持ちに寄り添いつつ、生きる支援につなげていくが、対応をする

ことが難しいと感じることがある。 

 相談を受ける専門職（市職員、保健所職員、地域包括支援センター職員等）のスキルアップ

の機会がない。 

 継続的に自殺をほのめかす人の場合は、繰り返しの対応となっている。 

 自殺の可能性の判断、緊急度の把握が難しい。 

 実際に自殺行為に及びそうな時、どのように気づき防止していくかが難しい。 
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③連携の実施が必要である 

 

 

④職員のケアが必要である 

 
 

３．地域の居場所づくりについて 

 
 

４．各年代の状況に応じた支援について 

 

  

 相談を受けた後にも、個人の問題にどこまで踏み込むのかの判断が難しい。 

 相談を受けた後の、個人情報、守秘義務の取扱いが難しい。 

 各課や関係機関の活動が分からず、つなぐときに判断に困ることがある。 

 相談するごとに相談者が状況をゼロから説明する必要がないよう、相談者自身をサポートす

る仕組みが必要。 

 民生委員で、個人情報の観点から、状況がわかりにくく、支援がしづらい状況がある。 

 家族の協力を得ることが難しい。 

 対応する職員等の負担が大きい。 

 職員への面談や、複数名での対応を行っているほか、職員向けの電話相談も紹介しているが、

電話のみだと不足している。 

 リスクのある家庭には複数で訪問するように心がけている。 

 自殺に至ってしまった場合、支援していた職員の心理的なフォローが必要だが、十分にできな

い体制である。 

 多くの人と関われる機会が生まれるよう、居場所となり得る場所が必要。孤立感を軽減する

ための取組が必要。 

 閉じこもりで支援を拒否しがちな方への支援で、制度利用が始まるまでの期間に、対応でき

る機関が必要。 

 思春期の精神的な問題に対応する機関が少なく、対応に苦慮している。 

 孤独な立場にある経営者に対する相談窓口のようなものがあったらよい。 

 職場健診でのストレスチェックを実際にやっている市内の団体が少ない。 

 見守り等を目的とした訪問が困難な高齢者が少なくない状況。 
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４．現状と課題のまとめ 
 
 

 

  

統計（平成 25～29年） 

■自殺者数・自殺死亡率 

○自殺者数は、概ね減少傾向。  
○自殺死亡率は、概ね東京都を下回っ
て一貫して減少。男性では、80 歳以
上で全国を上回り、全年代の中で最も
高い。女性では、20～40 歳代で全国
を上回り、特に高い。  

○自殺者数を区分すると、男性 40～59
歳の有職同居、男性 60 歳以上無職
同居の順に多い。 

■自殺者割合 

○職業別では、「被雇用人・勤め人」の割
合が東京都・全国よりも高い。  

○原因・動機別は、「健康問題」、「経済・
生活問題」、「勤務問題」の順に多い
が、「不詳」も約半数を占める。  

○同居人の有無別自殺者割合は、同居
人「あり」が７割弱。東京都と比べて高
い。  

○男性自殺者の１割台、女性自殺者の２
割台に自殺未遂歴がある。  

○60 歳以上の自殺者の約３人に２人は
同居人「あり」。特に、男性の 70 歳代
以上・同居人「あり」が 60 歳以上の自
殺者の 40％以上を占める。 

関係団体等ヒアリング 

 相談の場にも出てこられない人への対応 

 専門機関、市民の役割分担が必要 

 継続的なコンタクト、見守り、安否確認 

 相談の必要性 

①相談先のわかりやすい周知 

②適切な受け止め 

③連携の実施 

④職員へのケア 

 居場所となり得る場所が必要 
 各年代の状況に応じた支援が必要 

アンケート 

■子ども―①こころの健康や不安・ストレス 

○約４人に３人の子どもが不安やストレスを抱え、学校区分が
上がるほど割合が上昇。  

○子どもでは、勉強や進学、友人関係、自分自身の性格等へ
の悩みやストレスがある。 

■子ども―②相談状況 

○家族に相談できないこともある子どもは 5％、何でも話せる友
達がいない子どもは 17.7％で、特に高校生年代では
23.1％。  

○消えてしまいたくなった時に誰かに相談しない子どもは
23.1％。困った時の相談先を知っている子どもより、知らない
子どもの方が消えてしまいたくなった時に相談しない割合が
高い。  

■大人―①こころの健康状態 

○65歳以上で介護・介助が必要な人は約１割である。  
○睡眠時間別の６時間未満、抑うつ傾向にある人は希死念慮
のある大人の割合が高い。  

○病気など健康の問題、家庭の問題、経済的な問題に係る悩
み、不安やストレスが「現在ある（感じる）」割合が高い。ストレ
スの解消方法は飲酒が男性及び若い世代の女性で高い。 

■大人―②自殺を考えた経験 

○本気で自殺をしたいと考えたことがある（希死念慮のある）大
人は、男女ともに１割前後。特に、男女ともに 18～39歳が高
く、この年代は、抑うつ状態の割合も高い。  

○自殺をしたいと考えた理由や原因は、家庭の問題、病気など
の健康の問題、経済的な問題の順で多い。  

○自殺をしたいと考えた理由や原因が２つの人は 28.2％、４つ
以上の人は 5.2％。抑うつ傾向にある人ほど、理由や原因が
複数重なっている割合が高い。 

■大人―③相談状況 

○主な相談機関・相談先を「どれも知らない」人が約２割。「市
役所」の認知度が最も高い。  

○相談方法としては、直接相談、電話相談の利用意向が高
い。  

○65歳以上で身体の持病により通院している割合が高く、自身
の「うつ病のサイン」に気づいたときに利用したい相談窓口とし
て「かかりつけの医療機関」が国よりも高い。  

○希死念慮のあった大人のうち、79.5％は誰にも相談をしてい
ない状況。自殺したいと思った時、「相談した」男性はいなか
った。女性では「相談した」が 21.7％。 

統計、アンケート、関係団体等ヒアリング調査からの主な課題 

１．地域での見守り、居場所づくり 

２．相談を受けた際の受け止める体制づくりと適切な連携の実施 

３．各年代の状況に応じた、相談支援の体制づくり 

４．相談先の明確化・周知 

５．自殺対策に取り組む職員へのケア 
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Ⅲ 計画の方向性 

１．計画の基本理念  

 

本市の自殺対策における現状と課題、今後の方向性を踏まえ、本計画の基本理念を以下の

とおりとします。 

 

 

 

 

 

身近な人との会話やふれあいがあり、さらには市民による様々な支え合いの活

動を増やしていき、つらく苦しくなったときは安心して相談できる場所がある、

心地のよいまちをともにつくっていきます。 

また、この自殺対策計画をの通称を「東くるめ ほっとプラン」とし、市職員や

関係機関を含む全市民で推進していきます。 

 

 

  

案① こころ支えあい ともにつくる   心地よいまち 

案② こころ支えあい みんなでつくる 心地よいまち 

案③ みんなでこころ支えあう 心地よいまち 
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２．計画の基本的な考え方 

自殺の背景には、精神保健上の問題だけではなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、

いじめや孤立などの様々な社会的要因があることが指摘されています。 

そのため、社会における「生きることの促進要因（生きがい、信頼できる人間関係等）」

を増やし、「生きることの阻害要因（経済・生活問題、健康問題、家庭問題等）」を減ら

す「生きる支援」を保健、医療、福祉、教育、労働等、様々な分野が連携し、自殺対策

を実施する必要があります。 

このような視点と、本市における統計や各調査結果から得られた５つの課題を踏まえ、

本計画の基本的な考え方を以下のとおりとします。 

 

■（案）①生き生きと暮らせる心地よいまちづくり②ほっとできる心地よいまちづくり 

市内には、地域における支え合い活動が多数あります。このような活動に、多くの市

民が何らかの関わりを持つことが、身近な地域の中で役割や生きがいを見出し、気持ち

がほっとすることにつながると考えられます。 

また本市は、多くの湧水や、雑木林などの緑が織りなす風景に恵まれ、都内にありな

がら静かなやすらぎを感じられるまちです。 

例え多くのストレスを抱えていても、今後もこのような温かい人と人とのふれあいが

あり、水と緑の自然に恵まれた環境の「東久留米」が、「ほっと」安堵できるまちとな

ることを目指します。 

■支え合い、気づくことのできる地域づくり 

日頃から身近な人との会話やふれあいがあり、「悩みを抱えている人のちょっとした

変化に気づいて声をかける」、そして「気にかけてくれる人が周りにいることに気づく」

ことが、悩みや困りごとを解決するための様々な支援につながります。 

今後、市内の団体や市民に対してゲートキーパー講習や自殺予防の啓発を行うことに

より、周囲の人の変化に気づき、見守り、必要な支援につなぐ役割を担う人を増やし、

市民が主体となって支え合うという地域づくりに努めます。 

また、市民が「助けを求めてもよい」という認識を持つことができるよう、自殺予防

やメンタルヘルスに関する啓発を行います。 

■相談しやすい体制づくり 

市民の悩みや困りごとは、年代や状況によって様々です。また、不安や悩みを抱える

市民が、相談できる窓口の存在を知ることで、必要な支援につながっていきます。 

今後、市において実施している様々な相談窓口についてわかりやすく伝えていくとと

もに、市民がつらいときや苦しいときに安心して相談できる体制づくりに努めます。 

■庁内・庁外の連携体制づくり 

相談を受けた際、相談者の抱える悩みや困りごとに気づき、受け止め、必要な支援に

つなぐための連携体制が重要となります。 

そのため、市職員一人ひとりがゲートキーパーとしての自覚を持ち、自殺のリスクを

抱えた市民の早期発見・早期対応に努めます。庁内および庁外の関係機関の連携強化を

図ることにより、「生きる支援」を行います。（ｐ37参照） 

また、自殺のリスクを抱えた方の相談を受ける支援者の心の負担を軽減する体制づく

りにも取り組みます。 
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３．計画の数値目標 

 

国の示した「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目

指して～」では、令和８年の自殺死亡率を平成 27 年と比べて 30％以上減少させること

を政府の進める自殺対策の目標として定めています。 

また、厚生労働省から示される「市町村自殺対策計画策定の手引」には、目標を定め

る際、国の目標を踏まえ適宜適切に設定し、人口規模が小さく自殺者数が少ない市町村

の場合は、複数年の数値による目標も可能であることが記されています。 

これらを踏まえつつ、本計画の期間を令和２年度から令和５年度としていること、ま

た、市の人口規模では数名の増減でも自殺死亡率が大きく変動しうることから、本計画

における当面の目指すべき目標値を下記のとおり設定します。 

 

令和３年から令和５年までの３年間の自殺死亡率を 12.8以下に減少させる 

 

 

平成 25～27年 

【基準値】 
令和 2～4年 令和 3～5年 令和 4～6年 令和 5～7年 令和 6～8年 

計画期間  
  

   

年間自殺死亡率の

平均値 
16.3 13.2 12.8 12.3 11.9 11.5 

【参考】年間自殺 

死亡者数の平均値 
19 15 15 14 14 13 

割合（△2.7％/年） 1 0.811 0.784 0.757 0.730 0.703 

 

  

令和２～５年度 
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４．計画の体系 

 

本計画においては、自殺対策推進の基礎となる施策を「自殺対策総合施策」、子ども・

若者や生活困窮者などに対して生きる支援につながる重要施策を「分野別施策」と位置

付けます。 

 

１ 自殺対策総合施策 

 自殺対策推進の基礎となる施策として、自殺対策推進施策に取組んでいきます。 

Ⅰ 地域におけるネットワークづくり 

（１）自殺対策を推進する連携会議の実施     

（２）自殺を防ぐ庁内連携の体制づくり 

（３）各機関の日常的なネットワークづくり   

（４）地域における見守りの実施 

 

Ⅱ 自殺対策を支える人材の育成 

（１）ゲートキーパーの養成    

（２）支援者に対するサポート体制づくり 

（３）市職員に対する研修の実施 

 

Ⅲ 市民への周知・啓発 

（１）自殺予防の啓発物の作成・配布   

（２）自殺対策事業の周知 

（３）その他の周知活動等 

 

２ 分野別施策 

 対象別における「①相談・支援」「②周知・啓発」「③居場所づくり」に取組んでいきます。 

Ⅰ 全年代（ 障害者含む ）      

Ⅱ 子ども・子育て 

Ⅲ 勤労世代  

Ⅳ 高齢者 

Ⅴ 生活困窮者等 
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困
り
ご
と

に
応
じ
た
相
談
・支
援

 

◇
 相
談
先
の
明
確
化
・
周
知

 

◇
 安
心
し
て
相
談
で
き
る
体
制

づ
く
り
 

◇
 

◇
 庁
内
及
び
関
係
機
関
と
の
連
携
強
化

 

◇
 

 

１
 
地
域
で
の
見
守
り
・ 

 

２
 

 

 
体
制
づ
く
り
と
適
切
な
連
携
の
実
施

 

３
 
各
年
代
の
状
況
に
応
じ
た
、
 

 

４
 

 

 
明
確
化
・
周
知

 

５
 
自
殺
対
策
に
取
り
組
む

 

「
生

き
る

こ
と

の
阻

害
要

因
」

を
減

ら
す

取
組

 

課  題  
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①
生
き
生
き
と
暮
ら
せ
る
心
地
よ
い
ま
ち
づ
く
り

②
ほ
っ
と
で
き
る
心
地
よ
い
ま
ち
づ
く
り

支
え
合
い
、
気
づ
く
こ
と
の
で
き
る
地
域

づ
く
り

相
談
し
や
す
い
体
制
づ
く
り

庁
内
・
庁
外
の
連
携
体
制
づ
く
り

自
殺
対
策
総
合
施
策

Ⅰ
　
地
域
に
お
け
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り

①
自
殺
対
策
推
進
連
絡
会

②
自
殺
対
策
推
進
協
議
会

Ⅱ
　
自
殺
対
策
を
支
え
る
人
材
の
育
成

Ⅲ
　
市
民
へ
の
周
知
・
啓
発

分
野
別
施
策

Ⅰ
　
全
年
代
（
障
害
者
含
む
）

（
１
）
相
談
・
支
援

Ⅱ
　
子
ど
も
・
子
育
て

（
１
）
相
談
・
支
援

Ⅲ
　
勤
労
世
代

（
１
）
相
談
・
支
援

Ⅳ
　
高
齢
者

（
１
）
相
談
・
支
援

Ⅴ
　
生
活
困
窮
者
等

（
１
）
相
談
・
支
援

②
愛
の
ひ
と
声
運
動
支
援
事
業

①
教
育
相
談
事
業

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
配
置

事
業

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
配
置
事
業

入
院
助
産
の
実
施
事
業

ひ
と
り
親
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事

業
母
子
保
護
の
実
施
事
業

ひ
と
り
親
家
庭
等
の
医
療
費
助
成
事
業

母
子
・
父
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金

事
業

⑤
再
掲

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業
（
自
立

相
談
支
援
事
業
・
住
居
確
保
給
付
菌
）

生
活
保
護
事
業

母
子
保
健
事
業
に
係
る
家
庭
訪
問
・
面

接
・
電
話
相
談
事
業

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

（
総
合
相
談
）

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業

就
学
児
健
診
診
断
事
業

わ
か
く
さ
学
園
発
達
相
談
事
業

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営

シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
事
業
）

小
企
業
経
営
改
善
資
金
金
利
子
補
給

事
業

就
労
支
援
事
業

障
害
者
就
労
支
援
事
業

母
子
健
康
手
帳
交
付
事
業

乳
幼
児
全
戸
訪
問
事
業

育
児
相
談
事
業

子
ど
も
相
談
事
業

（
心
理
経
過
観
察
・
個
別
）

包
括
的
支
援
事
業
・
任
意
事
業
（
高
齢

者
へ
の
総
合
相
談
事
業
）

児
童
館
管
理
運
営
事
業

学
童
保
育
所
管
理
運
営
事
業

児
童
の
居
場
所
づ
く
り
事
業

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

（
ひ
ろ
ば
事
業
）

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営

（
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
事
業
）

④
育
児
相
談
事
業

子
ど
も
相
談
事
業

（
心
理
経
過
観
察
・
個
別
）

就
学
児
健
診
診
断
事
業

わ
か
く
さ
学
園
発
達
相
談
事
業

乳
幼
児
全
戸
訪
問
事
業

母
子
保
健
事
業
に
係
る
家
庭
訪
問
・
面

接
・
電
話
相
談
事
業

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

（
総
合
相
談
）

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業

（
１
）
自
殺
対
策
を
推
進
す
る
連

携
会
議
の
実
施

（
４
）
地
域
に
お
け
る
見
守
り
の

実
施

い
じ
め
問
題
対
策
事
業

①
防
災
啓
発
事
業

庁
内
連
携
体
制
の
強
化

東
久
留
米
市
青
少
年
問
題
協
議
会
運

営
事
業

民
生
・
児
童
委
員
支
援
事
業

中
学
校
地
区
青
少
年
健
全
育
成
協
議

会
支
援
事
業

成
年
後
見
推
進
事
業

（
３
）
各
機
関
の
日
常
的
な
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
づ
く
り

① ① ②
地
域
福
祉
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

東
久
留
米
市
・
安
心
ま
ち
づ
く
り
推
進

協
議
会

（
２
）
支
援
者
に
対
す
る
サ
ポ
ー
ト

体
制
づ
く
り

①
事
例
検
討
会

「
東
京
都
こ
こ
ろ
と
い
の
ち
の
サ
ポ
ー
ト

ネ
ッ
ト
」
の
活
用

防
災
協
会
支
援
事
業

（
１
）
ゲ
ー
ト
キ
ー
パ
ー
の
講
座

ゲ
ー
ト
キ
ー
パ
ー
の
養
成
講
座
（
職
員
）

①
ゲ
ー
ト
キ
ー
パ
ー
の
養
成
講
座

（
関
係
機
関
）

ゲ
ー
ト
キ
ー
パ
ー
の
養
成
講
習
（
市
民
）

（
２
）
自
殺
を
防
ぐ
庁
内
連
携
の

体
制
づ
く
り

（
３
）
市
職
員
に
対
す
る
研
修
の

実
施

①
職
員
研
修
事
務

（
１
）
自
殺
予
防
の
啓
発
物
の
作

成
・
配
布

①
自
殺
予
防
啓
発
物
の
作
成
・
配
布

自
殺
予
防
週
間
等
の
周
知

都
内
の
相
談
窓
口
の
周
知

（
３
）
そ
の
他
の
周
知
活
動
等

広
報
発
行
事
業

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
運
営
事
業

声
の
広
報
事
業

① ②
東
京
都
の
自
死
遺
族
・
相
談
先
の
リ
ー

フ
レ
ッ
ト
等
の
周
知

（
２
）
自
殺
対
策
事
業
の
周
知

①
広
報
・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
周
知

情
報
コ
ー
ナ
ー
整
備
事
業

報
道
機
関
情
報
提
供
事
業

資
料
情
報
の
提
供
・
管
理
事
業

暮
ら
し
の
便
利
帳
発
行
事
業

防
犯
に
関
す
る
事
務

（
２
）
周
知
・
啓
発

①
わ
く
わ
く
健
康
プ
ラ
ン
推
進
事
業

健
康
相
談
事
業

障
害
者
虐
待
防
止
相
談
事
業

自
立
支
援
給
付
（
訓
練
等
給
付
）

精
神
障
害
者
地
域
活
動
支
援
セ
ン

タ
ー
事
業

日
中
一
時
支
援
事
業

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
等
機
能
強

化
事
業

①
人
権
身
の
上
相
談
事
業

市
民
相
談
事
業

男
女
平
等
推
進
セ
ン
タ
ー
相
談
事
業

消
費
者
相
談
事
業

さ
い
わ
い
福
祉
セ
ン
タ
ー
事
業

精
神
障
害
者
社
会
復
帰
支
援
事
業
都

型
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
事
業

障
害
年
金
受
給
相
談
事
業

②

（
３
）
居
場
所
づ
く
り

①
サ
ー
ド
プ
レ
イ
ス
事
業

③
母
子
健
康
手
帳
交
付
事
業

①

包
括
的
支
援
事
業
・
任
意
事
業
（
高
齢

者
へ
の
総
合
相
談
事
業
）

乳
酸
飲
料
配
布
事
業

包
括
的
支
援
事
業
・
任
意
事
業
（
認
知

症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
）

③
再
掲① ② ④

再
掲

（
３
）
居
場
所
づ
く
り

①

児
童
・
生
徒
の
Ｓ
Ｏ
Ｓ
の
出
し
方
に
関
す

る
教
育

子
ど
も
読
書
活
動
推
進
事
業

放
課
後
子
供
教
室
推
進
事
業

中
小
企
業
資
金
融
資
事
業

小
口
零
細
企
業
資
金
融
資
事
業

① ②

（
２
）
周
知
・
啓
発

健
康
教
育
事
業

①

ひ
と
り
親
家
庭
等
の
医
療
費
助
成
事
業

母
子
・
父
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金

事
業

入
院
助
産
の
実
施
事
業

ひ
と
り
親
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事

業
母
子
保
護
の
実
施
事
業

小
学
校
就
学
援
助
事
業
・
中
学
校
就

学
援
助
事
業

児
童
扶
養
手
当
支
給
事
業

児
童
育
成
手
当
支
給
事
業

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業
（
子
ど
も

学
習
支
援
事
業
）

高
齢
者
生
活
支
援
事
業

（
配
食
サ
ー
ビ
ス
）

（
２
）
周
知
・
啓
発

①
地
区
セ
ン
タ
ー
管
理
事
業

一
般
介
護
予
防
事
業

（
３
）
居
場
所
づ
く
り

①
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業
（
自
立

相
談
支
援
事
業
・
住
居
確
保
給
付
金
）

生
活
保
護
事
業

②

小
学
校
就
学
援
助
事
業
・
中
学
校
就

学
援
助
事
業

【
分
類
】

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業
（
子
ど
も

学
習
支
援
事
業
等
）

児
童
扶
養
手
当
支
給
事
業

児
童
育
成
手
当
支
給
事
業

②
子
育
て
応
援
メ
ー
ル
配
信
事
業

（
２
）
周
知
・
啓
発

①
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Ⅳ 計画の具体的内容 

自殺対策総合施策 

Ⅰ 地域におけるネットワークづくり 

自殺の危機要因は家庭問題、健康問題、経済・生活問題、勤務問題等、多岐にわたるこ

とから、幅広い分野の機関が連携し、問題の早期発見と適切な支援につなぐためのネット

ワークを構築することが重要となります。 

そのため、自殺対策に向けた庁内及び関係機関による会議を常設するとともに、既存の

ネットワークを通じて、より密な連携と、問題の早期発見・早期対応に努めます。 

 

▶▶成果指標 

指標 
現状 

平成 30（2018)年度 

目標 

令和 5（2023）年度 

自殺対策推進連絡会(部会含む） ― 
年 3回 

（計画の進捗確認） 

自殺対策推進協議会 ― 
年 1回 

（計画の進捗確認） 

 

（１）自殺対策を推進する連携会議の実施 

①庁内における「東久留米市自殺対策推進連絡会」を開催し、自殺対策の総合的な推進

を図ります。 

事業名 対象 内容 担当課 

自殺対策推進連絡会 庁内関係

部署 

庁内関係部署による自殺対策推進

連絡会を設置し、庁内の連携及び

協力により、自殺対策を総合的に

推進します。また、推進部会を設

置し、実務者レベルで自殺対策を

具体的に検討し、庁内の連携体制

を強化します。 

健康課 

  



40 

②学識経験者や保健医療、福祉、教育等、複数分野における代表者で構成される「東久

留米市自殺対策推進協議会」を中心として、団体や事業所、市民との連携による自殺

対策に向けたネットワークを構築します。 

事業名 対象 内容 担当課 

自殺対策推進協議会 関係機関

等 

地域の関係機関や公募市民で構成

される自殺対策推進協議会を設置

し、情報の共有や地域におけるネ

ットワークづくりを図り、自殺対

策を効果的に推進していきます。 

健康課 

 

「東久留米市自殺対策推進協議会」におけるネットワークのイメージ 

  

福祉関係者 

保健医療 

関係者 

有識者 

市民 

公共交通 

機関関係者 

警察・消防 教育関係者 

商工関係者 
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（２）自殺を防ぐ庁内・庁外の連携の体制づくり 

 

① 窓口対応等で、自殺のリスクを抱えた市民について早期に気付き、適切な支援に結

びつけることができるよう、庁内の連携強化を図ります。 

また、庁外の関係機関との連携を図りながら早期対応に努めます。 

事業名 対象 内容 担当課 

庁内連携体制の強化 市職員 市職員が自殺予防に向けて共通認

識を持って対応できるよう体制づ

くりを行い、庁内の連携強化を図

りながら市民の相談・支援を行い

ます。 

健康課 

関係各課 

連携体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民が抱える悩みや困りごと 

 

 
 

市民 

医療機関 

消防 

保健所 

警察 

支
え
合
い 

子育て 

心身の障害 

女性の悩み 

教育 

健康 

消費生活 介護 生活困窮 

仕事・就労 
人権・法律 
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（３）各機関の日常的なネットワークづくり 

 

①教育機関や地域における各協議会等、日常的に情報交換や課題の検討を行う場を通じ

て、必要に応じて支援につなげるなど、地域のネットワークづくりを推進します。 

事業名 対象 内容 担当課 

東久留米市青少

年問題協議会運

営事業 

子ども 青少年の育成に係わる市民や市職員、学識

経験者等で構成される協議会において、青

少年層の抱える問題等に関する情報を共

有します。 

児童青少年課 

中学校地区青少

年健全育成協議

会支援事業 

子ども 青少年健全育成に係わる活動を通じて、保

護者や子どもの状況を把握します。 

児童青少年課 

いじめ問題対策

事業 

子ども いじめ問題対策連絡協議会及び教育委員

会いじめ問題対策委員会を設置し、関係機

関及び団体と連携を図るとともに、いじめ

の防止等のための対策を総合的かつ効果

的に推進します。 

指導室 

東久留米市・安心

まちづくり推進

協議会 

市民、

団体、

事業所 

協議会の開催により、地域の様々な主体に

よる防犯情報、安全安心のまちづくりの取

り組みの情報交換を行います。 

防災防犯課 

防犯協会支援事

業 

市民 防犯活動や啓発活動を推進し地域の情報

等を共有します。 

防災防犯課 

 

②身近な困りごとや、相談先のわからない問題を引き受け、必要な機関につなぐ地域福

祉コーディネーターを配置することで、潜在的な問題の把握・共有を図ります。 

事業名 対象 内容 担当課 

地域福祉コーデ

ィネーター 

市民 地域での身近な相談支援や制度・サービ

スにつなぐことや関係機関とのネットワ

ークづくりなど、地域を「つなぐ」役割

を果たす仕組みをつくります。また、市

民のちょっと気になる困りごとの相談先

としても支援します。 

福祉総務課 
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（４）地域における見守り等の実施 

 

①子どもや一人暮らし高齢者、不安や孤独感を抱えやすい市民等に対して、活動を通じ

て、必要に応じて支援につなげるなど、安心して生活できる地域づくりを行います。 

事業名 対象 内容 担当課 

民生・児童委員

支援事業 

民生・児

童委員 

民生委員・児童委員は、地域の一番身近

な相談役として、日々活動しています。

市は、民生委員・児童委員が地域で十分

な活動ができるよう支援します。 

福 祉 総 務

課 

成年後見推進事

業 

市民 後見人制度について社会福祉協議会の相

談員が初期相談等を行うことで、判断能

力が十分でない市民が住み慣れた地域で

安心して暮らせるよう支援を行います。 

福 祉 総 務

課 

防災啓発事業 

 

市民 市民や自主防災組織等における地域の防

災訓練や啓発活動を通じて近隣のコミュ

ニティのつながりを深め孤立を防ぎま

す。 

防 災 防 犯

課 

 

  

地域や団体にご協力いただいていることを紹介します。 
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自殺対策総合施策 

Ⅱ 自殺対策を支える人材の育成 

自殺対策の推進に向けては、市職員をはじめ、関係機関、市民の一人ひとりが周囲の人

の変化に気づき、見守る役割を担っているという認識を持ち、身近な人の心のサインに気

づくことが重要です。 

このような自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、必要な支援につなぎ、見守る

役割を持つ「ゲートキーパー」の養成を中心に、市職員や相談を受ける者が、リスクを抱

えた市民を適切な支援に結び付けることができるよう、人材の育成に取り組みます。 

 

▶▶成果指標 

指標 
現状 

平成 30（2018)年度 

目標 

令和 5（2023）年度 

ゲートキーパー養成講座を受講した市職員の

延人数 
59人 260人 

ゲートキーパー養成講座を受講した市民等の

延人数 
― 

120人 

（年間 30人） 

ゲートキーパー養成講座受講者のうち「自殺

の危険性がある方のサインに気付いた時の

対応について理解できた」と回答した割合 

― 80％以上 
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（１）ゲートキーパーの養成 

 

①庁内及び関係機関、市民に向けて養成講座等を実施し、身近な人の自殺のサインに気

づき、必要な支援につなげることのできる人材を育成します。 

事業名 対象 内容 担当課 

ゲートキーパー養成

講座（職員） 

市職員 市職員を対象に、窓口において自殺の

リスクを抱えた市民に気づき、必要な

支援へつなぐ役割が担えるようゲート

キーパー養成講座を行います。 

健康課 

 

ゲートキーパー養成

講座（関係機関） 

団体 

事業所 

地域で相談・支援等を行う関係機関や

専門職従事者等を対象に、自殺予防の

視点を持って活動ができるようゲート

キーパー養成講座を行います。 

健康課 

ゲートキーパー養成

講習（市民） 

市民 市民を対象としたゲートキーパー講習

を実施します。またその際、市民団体

の居場所づくり活動を紹介すること

で、地域活動を通じて気づき合い支え

合えるまちづくりを促進します。 

健康課 
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（２）支援者に対するサポート体制づくり 

 

①相談を受けた人や、悩みを打ち明けられた人など、悩みを抱えている人を支援する人

が孤立したり、精神的な負担を抱えたりすることのないよう、事例検討等の実施を行

います。 

事業名 対象 内容 担当課 

事例検討会 市職員 対応が困難な事例等について、助

言者を加えた事例検討会を行い、

情報や支援方針の共有を図るとと

もに、相談・支援をする職員のア

セスメント力や対応力の向上を図

ります。 

健康課 

「東京都こころとい

のちのサポートネッ

ト」の利用 

市職員、

関係機関 

自殺未遂や企死念慮がある方等、

特に配慮が必要な場合、サポート

ネットによる助言等を受け、関係

機関と連携して再企図の防止の支

援を行います。 

健康課 

 

（３）市職員に対する研修の実施 

 

①市民に身近な存在である市職員が、市職員としての資質や各部署の専門知識の向上を

図りながら市民へ対応できるよう職員研修を実施します。 

事業名 対象 内容 担当課 

職員研修事務 市職員 市独自研修や、他団体への派遣研

修等を行い、地方公務員・市職員

としての資質・能力・専門知識の

向上を図ります。 

職員課 

 

  

地域や団体にご協力いただいていることを紹介します。 
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自殺対策総合施策 

Ⅲ 市民への周知・啓発 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」であり、「自殺はその多く

が追い込まれた末の死である」という基本認識のもと、市民一人ひとりが自殺を防ぐとい

う認識を持って行動することが重要です。 

そのため、自殺防止やメンタルヘルスに関する啓発物等の普及に努めるとともに、必要

な時に適切な支援を受けることができるよう、各種サービスや相談窓口等を周知します。 

▶▶成果指標 

指標 

現状 

平成 30（2018)年度 

（こころの健康に関する

アンケート結果より） 

目標 

令和 5（2023）年度 

「ゲートキーパー」について聞いたことが

ある及び知っている市民の割合 
9.8％ 30％ 

何か一つでも専門の相談ダイヤル※がある

ことを聞いたことがある市民の割合 

35.1％ 

（東京都自殺相談ダ

イヤルの認知度） 

50％ 

    ※東京都自殺相談ダイヤル「こころといのちのほっとライン」、東京いのちの電話、

東京多摩いのちの電話、東京自殺防止センター等 

（１）自殺予防の啓発物の作成・配布 

 

①自殺予防に向けた相談等の各種支援事業が、多くの市民の目に留まるよう、パンフレ

ット等を作成し、配布します。 

事業名 対象 内容 担当課 

自殺予防啓発物の

作成・配布 

市民 自殺予防に関する情報や相談先等を記

載したパンフレット等を作成し、市内

の施設等に設置して情報の周知を図り

ます。 

健康課 
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（２）自殺対策事業の周知 

 

①自殺対策やメンタルヘルスに関する知識の普及啓発や、各種事業の周知普及を図りま

す。 

事業名 対象 内容 担当課 

広報・ホームペー

ジ等での周知 

市民 市の広報やホームページ等を活用し

て、自殺対策に関する情報や正しい知

識の普及を図ります。 

健康課 

自殺予防週間等の

周知 

市民 ９月の自殺予防週間や３月の自殺対策

強化月間について広報やホームページ

等で周知と啓発に努めます。 

健康課 

都内の相談窓口の

周知 

市民 都内の各種相談窓口について、東京都

作成のリーフレット「こころといのち

の相談・支援東京ネットワーク相談窓

口一覧」等の市内施設等へ設置、また

若者に対する国や都のＳＮＳ・ＬＩＮ

Ｅ相談をホームページ等にて周知を図

ります。 

健康課 
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（３）その他の周知活動等 

 

①幅広く市民に情報提供を行う場や機会をとおして、各種サービスや相談事業等の生き

る支援の情報を提供します。 

事業名 対象 内容 担当課 

広報発行事業 市民 各種サービスや相談事業等の行政情報

を掲載し、全世帯に配布します。 

秘書広報課 

ホームページ運営

事業 

市民 ホームページに生きる支援に関する情

報を掲載し、情報提供や啓発を図りま

す。 

秘書広報課 

声の広報事業 市民 文字による情報入手が困難な市民に対

し、「広報ひがしくるめ」の音訳版を作

成し、行政情報の提供を行います。 

秘書広報課 

情報コーナー整備

事業 

市民 情報コーナーにおいてチラシ・パンフ

レットなどを配架し、来庁者に対して

生きる支援に関する情報提供を行いま

す。 

秘書広報課 

報道機関情報提供

事業 

市民 市で生きる支援に関するキャンペーン

やイベントなどを行う際に、報道機関

を通じた情報提供を行います。 

秘書広報課 

資料情報の提供・

管理事業 

市民 図書館資料を活用した展示や、リーフ

レット等の館内への配置を通じて情報

提供を行います。 

図書館 

暮らしの便利帳発

行事業 

市民 各種サービスや地域の医療機関、相談

先等の情報をまとめた暮らしの便利帳

を配布し、情報提供を行います。 

秘書広報課 

防犯に関する事務 市民 

団体 

事業所 

防犯活動や講習等の啓発活動を通じ

て、犯罪から身を守る自助の意識を醸

成します。 

防災防犯課 
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②自死遺族の方に対し精神的な負担の軽減や法的な手続き等の情報提供に努めます。 

事業名 対象 内容 担当課 

東京都の自死遺

族・相談先のリー

フレット等の周知 

市民 大切な方を自死で失った方の支援とし

て、都内の自死遺族・相談先を掲載し

たリーフレット等で情報提供に努めま

す。 

健康課 

 

  

地域や団体にご協力いただいていることを紹介します。 
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分野別施策 

Ⅰ 全年代（障害者含む） 

アンケート結果では、自殺をしたいと考えた経験のある人のうち、抑うつ傾向にある人

ほど、理由や原因が複数重なっている割合が高くなっています。 

そのため、市民とって最初の入り口となる身近な相談窓口で、悩みや不安を受け止め、

次の支援へとつなげることができるよう努めます。 

また、市民一人ひとりが自身の心の健康づくりに取り組むことができるような啓発や、

気軽に利用できる地域の居場所の周知をしていきます。 

 

（１）相談・支援 

 

①窓口での相談や市民相談事業等を通じて、市民の様々な悩みや困りごとに対応すると

ともに、自殺のリスクを抱えた市民に対して、適切な支援へとつなげることができる

よう努めます。 

事業名 内容 担当課 

人権身の上相談事業 市民が悩んでいる人権問題について、人権擁護

委員が助言等を行います。 

生活文化課 

市民相談事業 市民が生活上直面している問題について、弁護

士等の専門家から助言等を行います。 

生活文化課 

男女平等推進センタ

ー相談事業 

「女性の悩みごと相談」を通じて、ＤＶや家

庭・職場における人間関係、生き方など、女性

の悩み全般に関する相談に応じます。また、「女

性弁護士による法律相談」により、男性に相談

しにくい内容や、男性と話すのが苦手な方が安

心して相談できる法律相談の場を提供します。 

生活文化課 

消費者相談事業 消費者被害の解決の支援や未然防止を図るた

め、相談に応じます。 

生活文化課 

健康相談事業 

 

食生活や健康に関する個別相談（面接）を管理

栄養士、保健師が行います（こころの健康に関

する相談も行っています）。 

また、電話による健康相談を随時実施していま

す。 

健康課 
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②障害者（障害児含む）やその家族へ、相談をはじめとするサービスの提供を通じて、

障害者が安心して地域で生活することができるよう支援するとともに、必要に応じて

他の支援機関につなぎます。 

事業名 内容 担当課 

基幹相談支援センタ

ー等機能強化事業 

庁内窓口に精神保健福祉士等を配置し、相談支

援や窓口対応等を行います。 

障害福祉課 

障害者虐待防止相談

事業 

庁内に通報、相談の窓口を設置し、虐待を受け

た障害者の迅速かつ適切な保護及び養護者に

対する支援を行います。 

障害福祉課 

自立支援給付（訓練等

給付） 

障害者（児）の福祉増進のため障害福祉サービ

スを給付する際に、日々の困りごとや課題につ

いて相談等を広く行います。 

障害福祉課 

精神障害者地域活動

支援センター事業 

日常生活の支援、地域交流、集いの場、相談等、

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加の促進

を目的に行います。 

障害福祉課 

日中一時支援事業 日常的に見守り又は介護を行う家族の負担軽

減に向け、障害者等を一時的に預かるなど、在

宅障害者の生活を支援します。 

障害福祉課 

さいわい福祉センタ

ー事業 

心身障害者福祉施設を設置し各種サービスの

提供、相談支援を行います。 

障害福祉課 

精神障害者社会復帰

支援事業都型ショー

トステイ事業 

地域で生活する 18～64 歳の精神障害者の病状

が不安定になったときや家族等の都合により

介護者等がいなくなったときなどに、ショート

ステイにより精神障害者が入院せずに在宅生

活が継続できるよう支援します。 

障害福祉課 

障害年金受給相談事

業 

病気やけがにより障害の状態になった方に、障

害年金受給の相談を受け受給につなげるなど、

相談者の不安軽減に努めます。またパンフレッ

トの設置や配布を通じて年金相談につなげる

よう、各課が共同で事業を実施します。 

保険年金課 
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（２）周知・啓発 

 

①健康づくり推進員が市と協働して、市民が自身の心身の健康づくりができるよう、幅

広く市民に情報発信する活動を行います。 

事業名 内容 担当課 

わくわく健康プラン

推進事業 

健康づくり推進員の活動等を通して、市民の健

康意識を高めるほか、東くるめわくわく元気ｐ

ｌｕｓ＋等の取り組みを通して、健康づくりを

市民に広めます。また、健康づくり推進員にゲ

ートキーパー講習を受講してもらい、その視点

を持ちながら推進員活動に取り組めるように

します。 

健康課 

 

（３）居場所づくり 

 

①誰もが気軽に利用できる場所として、機能を充実させます。 

事業名 内容 担当課 

サードプレイス事業 課題解決に役立つサービスの提供や、家族とも

学校・職場とも違う居心地のよい場所（サード

プレイス）としての環境づくりを行います。 

図書館 

 

  

地域や団体にご協力いただいていることを紹介します。 



54 

 

分野別施策 

Ⅱ 子ども・子育て 

本市における子どものアンケート結果では、約４人に３人の子どもが不安やストレスを

抱え、小学校、中学校、高校と年代が上がるほど割合が上昇する傾向にあります。勉強や

進学、友人関係や自分自身の性格、家庭や家族についてなど、子どもが抱える悩みは様々

であり、深刻な悩みを抱えても相談につながりにくい傾向があります。 

また、妊娠期の家庭や子育て家庭は、産後うつや育児不安、子どもの発達等、様々な不

安や悩みを抱えやすく、アンケートにおいても女性 18～64歳では、家庭の問題について悩

みや苦労、ストレスを現在感じている人が多くなっています。 

子どもの悩みや不安、ストレスを周囲が受け止められるよう、体制の強化に努めるとと

もに、子育てに関する不安や負担の軽減、虐待等の問題の早期発見・早期対応に取り組み

ます。 

 

（１）相談・支援 

 

①児童・生徒が直面する問題に対し、本人や保護者等との相談を通じて問題の改善、解

決に努めます。 

事業名 内容 担当課 

教育相談事業 市内在住の幼児、小・中学生と保護者、教員が

直面する教育上の様々な問題や障害などについ

て専門的な立場からカウンセリング等を行い問

題の解決を図ります。 

指導室 

スクールソーシャル

ワーカー配置事業 

いじめ、不登校、暴力行為、虐待など、市立小・

中学校の児童・生徒が直面する問題・環境への

働き掛け、関係機関等との連携、調整を行い、

改善、解決を図ります。 

指導室 

スクールカウンセラ

ー配置事業 

東京都が市立全小・中学校にスクールカウンセ

ラーを配置して、児童・生徒やその保護者との

相談・面談を通じて児童・生徒の問題改善を図

るとともに、助言をするなど心のケアを行いま

す。 

指導室 
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②児童・生徒に対し、地域住民による日常的な見守りを実施していきます。 

事業名 内容 担当課 

愛のひと声運動支援

事業 

青少年に対する日常のあいさつ等を通じて、子

どもや家庭の様子を把握します。 

児童青少年

課 

 

 

③各種母子保健事業を通じて、妊娠・出産に伴う不安や負担の軽減、産後うつの早期発

見・早期対応に努めます。また、子育てに対する相談・支援を通して、子どもや保護

者の状況を把握し、必要に応じて適切な相談機関等へつなげます。 

事業名 内容 担当課 

母子健康手帳交付

事業 

妊娠届出者に母子健康手帳を交付する際の保健師

等による面接等を通じて、妊娠中及び出産後の子

育て中に必要な情報を提供し、悩みを相談できる

場所があることの周知・普及につなげます。 

健康課 

乳幼児全戸訪問事

業 

乳幼児のいる家庭に対し、地区担当保健師、また

は訪問指導員（助産師）による家庭訪問を通じて、

養育状況、保護者の心身の状態、子育て等の困難

感を把握し、問題があれば関係機関につなげます。 

健康課 

母子保健事業に係

る家庭訪問・面接・

電話相談事業 

妊産婦及び乳幼児の保護者に対し、保健師等が家

庭訪問、面接、電話相談等により必要な助言を行

うことにより、不安や心配の軽減等を図ります。 

健康課 

子ども家庭支援セ

ンター運営事業（総

合相談） 

子育て家庭に対し、子どもと家庭に関する総合相

談を実施します。また地域の関係機関と連携し、

子育てネットワークの中核機関として体制の構築

を行います。 

児 童 青 少

年課 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

地域における子育ての会員相互の援助活動を通じ

て、子育て支援のための環境整備を行います。 

児 童 青 少

年課 

 

  



56 

④乳幼児の発育や発達や生活上の困難等に関する相談を通じて、保護者の不安感や負担

軽減に努め、必要に応じて適切な相談機関等につなげます。 

事業名 内容 担当課 

育児相談事業 わくわく健康プラザ、中央児童館等での育児相

談を通じて、必要な助言・指導を行い、乳幼児

の成長、発達上の問題がある場合は、より専門

的な支援へつなぎます。 

健康課 

子ども相談事業（心理

経過観察・個別） 

健康診査時等に発達・心理面で経過観察が必要

とされた児に対し、心理個別相談を行い、母親

の負担や不安感の軽減につなげるとともに、必

要時には別の関係機関へとつなぎます。 

健康課 

就学時健康診断事業 就学時健康診断の結果に基づき、必要に応じて

就学相談につなげるなど、関係機関との連携に

努め、児童の学校生活上の困難の解消や、保護

者自身の負担軽減に努めます。 

学務課 

わかくさ学園発達相

談事業 

児童の発達上の問題点を把握し、疎外感や生活

上の困難等、保護者が子育てに行き詰ることの

ないよう相談員が必要な支援を行い、負担の軽

減に努めます。 

障害福祉課 

子ども家庭支援セン

ター運営（ショートス

テイ事業） 

精神疾患のある保護者や育児負担感が強い保

護者に対して、一時的に児童の養育ができない

場合に、一定期間宿泊を伴った養育・保護を行

うなどレスパイトを図り、精神状態の悪化を防

ぎます。 

児童青少年

課 
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（２）周知・啓発 

 

①将来の社会を担う子どもの命を守るため、困難やストレスに直面した児童・生徒が、

誰にどう助けを求めればいいのかを学ぶ教育を推進します。 

事業名 内容 担当課 

児童・生徒のＳＯＳの

出し方に関する教育 

全小・中学校において、児童・生徒が悩みを抱

えこまず、周囲の人に相談するための手立てに

ついて指導します。 

指導室 

 

②子育て家庭に対し、子育てに関する不安や負担感の軽減に向けた様々な情報提供を行

います。 

事業名 内容 担当課 

子育て応援メール配

信事業 

携帯電話のメールを活用し、タイムリーに医療

情報や保健情報、子育てのアドバイス、妊娠

中・産後のメンタルヘルス、母親・父親への応

援メッセージ、市の子育てサービス等の情報を

定期的に配信します。 

健康課 

 

 

  



58 

（３）居場所づくり 

 

①子どもや子育て家庭が孤立せず、安心して過ごすことのできるよう様々な居場所を展

開します。また、職員が問題を抱えている保護者や子どもの心のサインに気づき、必

要な機関へつなぐゲートキーパーとしての役割を担うことができるよう努めます。 

事業名 内容 担当課 

子ども読書活動推進

事業 

子どもの多様な読書活動と図書館の利用を促

すなかで、生きづらさを抱える子どもや保護者

に居場所と情報を提供します。 

図書館 

児童館管理運営事業 中央児童館・子どもセンターひばり・子どもセ

ンターあおぞら・けやき児童館における自由来

館や各種（年代別）行事の開催等を通じて、子

どもの安心できる居場所とします。 

児童青少年

課 

学童保育所管理運営

事業 

児童の放課後の居場所となる学童保育所にお

いて、保護者や子どもの状況把握を行います。 

児童青少年

課 

児童の居場所づくり

事業 

児童館の持つ機能を地域に広め、様々な遊びを

通して、子どもの健全育成を図ります。 

児童青少年

課 

子ども家庭支援セン

ター運営事業（ひろば

事業） 

子育てに関する情報や遊び場の提供、子育てに

関する相談を通じて、子育て家庭の孤立防止と

居場所づくりに努めます。 

児童青少年

課 

放課後子供教室推進

事業 

放課後を利用し、小学生を対象に地域の大人の

参画を得て、学習や様々な体験・交流活動、ス

ポーツ・文化活動等の機会を提供するなど、子

どもたちの安心・安全な居場所を運営します。 

生涯学習課 

 

  

地域や団体にご協力いただいていることを紹介します。 
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分野別施策 

Ⅲ 勤労世代 

本市における自殺者の区分として、男性 40～59歳の有職同居が第１位となっているほか、

自殺死亡率は女性の 20～40歳代で国や都を上回り高くなっています。 

青・壮年期は働き盛りであり、同時に子育てや介護に直面するなど、家庭問題や経済・

生活問題、勤務問題等、様々な問題を抱えやすい時期です。そのため、経営者への支援の

ほか、自身の健康管理に取り組めるよう知識の普及・啓発を行います。 

（１）相談・支援 

 

①市内の中小企業に対し、融資のあっせん等を行うことにより経営者の安定的な資金調

達を維持することに努めるとともに、各種補助により負担軽減を図ります。 

事業名 内容 担当課 

中小企業資金融資事業 

小口零細企業資金融資

事業 

一定の要件を満たす市内の中小企業者等に

対し、融資のあっせん等を行うとともに、利

用者の負担を軽減するための保証料補助、利

子補給を行います。 

産業政策課 

小企業経営改善資金利

子補給事業 

東久留米市商工会を経由して融資のあっせ

んを受けた小規模企業者に対し、利子補給を

行うことにより、利用者が必要とする金融・

税務・労務相談等を受ける契機とします。 

産業政策課 

 

②就業希望者に対してその能力や適性に応じた支援につなげるほか、障害者の就労機会

の拡大など、勤労世代の職業的自立に向けた支援を行います。 

事業名 内容 担当課 

就労支援事業 就業希望者に対し、セミナーや面接会を実施

するとともに、必要に応じてその他の就労支

援機関につなげます。 

産業政策課 

障害者就労支援事業 障害者の一般就労の機会の拡大を図るとと

もに、障害者の就労意欲の向上と一般就労の

促進を図ります。 

障害福祉課 
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③各種母子保健事業を通じて、妊娠・出産に伴う不安や負担の軽減、産後うつの早期発

見・早期対応に努めます。また、子育てに対する相談・支援を通して、子どもや保護

者の状況を把握し、必要に応じて適切な相談機関等へつなげます。 

（事業は 55～57ページに掲載しています。） 

 

④介護が必要となる高齢者等の家族の負担を軽減することができるよう、介護、医療等、

各関係機関が連携して高齢者の総合的な相談に応じます。 

（事業は 61ページに掲載しています。） 

 

⑤経済的に困難を抱える市民に対して、生活全般にわたる相談を通し自立に向けた支援

や、子育て中の経済的な支援を行います。また、支援者がゲートキーパーとして、様々

な問題を抱えた市民のこころのサインに気付き、必要に応じて適切な支援につなぎま

す。（事業は 63～64ページに掲載しています。） 

 

（２）周知・啓発 

 

①働く世代に多い生活習慣病の予防など、健康づくりに関する知識の普及・啓発を行い、

自身の健康管理に取り組めるよう支援します。 

事業名 内容 担当課 

健康教育事業 生活習慣病予防や、健康づくりに関する教室や

講演会等を開催し、心身の健康管理の支援とし

て情報提供を行います。 

健康課 

 

  

地域や団体にご協力いただいていることを紹介します。 
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分野別施策 

Ⅳ 高齢者 

本市における自殺者の状況として、男性 60歳以上無職同居が第２位となっているほか、

ヒアリング調査では、見守り等を目的とした訪問が困難な高齢者が少なくない状況である

ことが指摘されています。 

このように高齢者は閉じこもりや抑うつ状態になりやすく、孤立した状況に陥りやすい

ことから、介護、医療等の各機関が連携し、高齢者が地域で安心して暮らし続けることが

できる包括的な支援に取り組みます。 

 

（１）相談・支援 

 

①高齢者やその家族・介護者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、介

護、医療等、各関係機関が連携して高齢者の総合的な相談に応じます。 

事業名 内容 担当課 

包括的支援事業・任意

事業（高齢者への総合

相談事業） 

高齢者を各種機関や制度利用につなげるとと

もに、医療機関や介護事業所等関係者との連携

促進等、地域の実情に応じた必要な支援を行い

ます。 

介護福祉課 

 

  ②一人暮らしの高齢者の不安を解消するために安否確認を行います。 

事業名 内容 担当課 

乳酸飲料配布事業 乳酸飲料事業者と協力し、要件を満たす 65 歳

以上のひとり世帯の高齢者に対し乳酸飲料の

配布を行うことで、安否確認を行います。 

福祉総務課 

高齢者生活支援事業

（配食サービス） 

独居及び高齢者のみ世帯で概ね 65 歳以上の虚

弱高齢者に対して、食の確保と安否確認を行い

ます。 

介護福祉課 
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（２）周知・啓発 

 

①認知症に対する正しい知識を普及啓発することにより、認知症の方や介護者を地域で

支える仕組みを促進します。 

事業名 内容 担当課 

包括的支援事業・任意

事業（認知症サポータ

ー養成講座） 

認知症に対する正しい知識を普及するため、幅

広い年代に向けて認知症サポーター養成講座

を実施します。 

介護福祉課 

 

（３）居場所づくり 

 

①高齢者の孤立や閉じこもりを防止し、生きがいを持って暮らすことができるよう、地

域における交流の場や機会の提供に取り組みます。 

事業名 内容 担当課 

地区センター管理事

業 

高齢者の健康増進、教養の向上、娯楽等のため

に集会室、娯楽室等を利用してもらい、高齢者

の社交場としての役割を果たすとともに、生き

る支援に関するリーフレット等を配置し地域

へ情報提供を図ります。 

福祉総務課 

一般介護予防事業 概ね 65 歳以上の高齢者に介護予防に関する知

識や方法を啓発するための講演会、教室を実施

し、自主グループの活動の促進を行います。 

介護福祉課 

 

 

 

 

 

 

  

地域や団体にご協力いただいていることを紹介します。 
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分野別施策 

Ⅴ 生活困窮者等 

本市における原因・動機別の自殺者割合では、「経済・生活問題」が２番目に多くなって

いるほか、アンケート結果では抑うつ傾向のある人ほど、［経済的な問題］［勤務関係の問

題］を抱えている傾向にあります。 

生活困窮の状態にある人、生活困窮に至る可能性のある人は、その背景として複合的で

複雑な問題を抱えているケースが多いことから、包括的に支援するための相談を実施する

とともに、支援者が心のサインに気づき、専門機関につなぐことができるよう、体制を強

化します。 

 

（１）相談・支援 

 

①経済的に困難を抱える市民に対して、生活全般にわたる相談を通し自立に向けた支援を

行います。また、支援者がゲートキーパーとして、様々な問題を抱えた市民のこころの

サインに気付き、必要に応じて適切な支援につなぎます。 

事業名 内容 担当課 

生活困窮者自立支援

事業（自立相談支援事

業・住居確保給付金） 

生活困窮者からの相談に応じ、必要な支援の情

報提供及び助言を行うとともに、自立支援を一

体的かつ計画的に行うことにより、生活困窮者

の自立の促進を図ります。 

福祉総務課 

生活保護事業 生活保護法に基づく生活保護費を支給するこ

とで、経済的に自立できるよう支援を行いま

す。 

福祉総務課 
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②ひとり親家庭等、子どもを持ち経済的困難を抱える家庭に対し、支援を行うとともに、

支援者がゲートキーパーとしてリスクを抱えた市民のこころのサインに気づき、必要

に応じて適切な支援につなぎます。 

事業名 内容 担当課 

ひとり親家庭等の医

療費助成事業 

ひとり親家庭等に対する医療費助成を通じて

経済的負担の軽減につなげます。 

児童青少年

課 

母子・父子家庭自立支

援給付金事業 

ひとり親家庭等の経済的自立を図り、就業を支

援します。 

児童青少年

課 

入院助産の実施事業 出産費用を助成することで経済的負担の軽減

につなげるとともに、事業を通じて支援を必要

とする家庭の早期発見と支援先へのつなぎ等

の対応を強化します。 

児童青少年

課 

ひとり親ホームヘル

プサービス事業 

ひとり親家庭等の家事援助を通して自立を援

助するとともに、事業を通じて支援を必要とす

る家庭の早期発見と支援先へのつなぎ等の対

応を強化します。 

児童青少年

課 

母子保護の実施事業 支援を必要とする家庭の早期発見と支援先へ

のつなぎ等の対応を強化します。 

児童青少年

課 

小学校就学援助事業・ 

中学校就学援助事業 

経済的理由で就学が困難と認められた児童・生

徒の保護者に対して学校教育に必要な援助を

行い、保護者の経済的負担軽減に努めます。 

学務課 

児童扶養手当支給事

業 

ひとり親家庭等の経済的負担の軽減につなげ

ます。 

児童青少年

課 

児童育成手当支給事

業 

ひとり親家庭や障害児家庭等の経済的負担の

軽減につなげます。 

児童青少年

課 

生活困窮者自立支援

事業（子どもの学習支

援事業） 

生活困窮者からの相談に応じ、学習支援を行う

ことにより、生活困窮者の自立の促進を図りま

す。 

福祉総務課 

  

地域や団体にご協力いただいていることを紹介します。 
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Ⅴ 計画の推進体制 

１．計画の推進 

①東久留米市自殺対策推進連絡会（庁内連携） 

庁内では、「東久留米市自殺対策推進連絡会」等を設置して横断的な連携体制を図り、

自殺対策を効果的に推進します。自殺対策の事務局として健康課を位置づけます。 

  

② 東久留米市自殺対策推進協議会（地域の連携） 

保健、医療、福祉、労働、教育等の関係機関、警察や消防、地域で活動する団体など

による「東久留米市自殺対策推進協議会」を設置し、地域における連携・協力を相互に

はかりながら自殺対策を総合的に推進します。 

 

③ 市民の取組み 

市内の社会福祉法人、ＮＰＯ等の関係団体は、自ら自殺念慮者等の支援を行うと共に、

行政機関等と連携・協力して自殺対策を推進します。 

市民一人ひとりが、自殺に対する正しい知識を持ち、自分自身や周りの人の心の不調に

気づき、お互いに声をかけ合い、地域で安心して生活できるまちづくりに努めます。 
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２．計画の進捗管理 

計画の効果的な推進に向けて、各施策の進捗状況を定期的に点検・評価し、その結果

に基づいて改善していくという「ＰＤＣＡ」サイクルの考え方に基づき行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 資料編 

１．策定の経過 

 

２．各種会議設置要綱等 

 

３．委員名簿  

  

計画（Plan） 

（仮称）東久留米市自殺対策計画 

点検・評価（Check） 

計画の進捗状況の点検・評価 

見直し（Action） 

東久留米市自殺対策推進連絡会

及び協議会を通じた見直し・改善 

実行（Do） 

市民、関係機関、行政等による総

合的な取り組みの実施 
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４．相談窓口一覧 
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